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第28回鹿児島県原子力安全・避難計画等防災専門委員会 議事録 

 

日 時：令和８年７月29日（水）9：30～12：16 

場 所：ホテル自治会館鹿児島 

出席者：【会場】釜江委員、相良委員、佐藤委員、地頭薗委員、塚田委員、 

中尾委員、村上委員 

【リモート】黒﨑委員、松成委員、守田委員、山内委員 

 

１ 開会 

（事務局） 

ただいまから、鹿児島県原子力安全避難計画等防災専門委員会を開会いたし

ます。お手元にお配りしております会次第に従い、進行させていただきますの

で、よろしくお願いいたします。 

はじめに、開会にあたり、塩田知事が挨拶を申し上げます。 

 

２ 知事挨拶 

（塩田知事） 

 皆さん、おはようございます。 

本日は、皆様、大変お忙しい中、県原子力専門委員会にご出席いただきまし

て、誠にありがとうございます。 

また、日頃から本県の原子力の安全・防災対策の推進につきましては、皆様

に格別の御理解、御協力を賜っていることに感謝申し上げます。 

川内原発につきましては、昨年 10月に九州電力は、原子力規制委員会に対し、

川内原発の使用済燃料乾式貯蔵施設の設置に係る原子炉設置変更許可申請を行

いました。 

その後、同年 11月に開催した前回の県原子力専門委員会では、九州電力から

申請内容について御説明いただき、委員の皆様に御議論いただきました。本日

の県原子力専門委員会におきましては、九州電力から乾式貯蔵施設の設置に係

る審査の進捗状況について説明していただき、委員の皆様方に十分に御議論い

ただきたいと考えております。 

また、審査結果が出た際には、県原子力専門委員会において、審査内容等に

ついて、原子力規制委員会から説明していただき、委員の皆様に技術的見地か

ら御議論いただいた上で、意見書の形で取りまとめて県に提出していただきた

いと考えております。 

県としては、乾式貯蔵施設の事前協議について、国の審査結果や県原子力専

門委員会の御意見も踏まえて、対応してまいりたいと考えております。 

また、原子力防災対策については、本年２月に国や関係市町、関係機関等と

連携して原子力防災訓練を実施しました。訓練では、約 220 の機関、約 4,000

人が参加し、能登半島地震で得られた教訓等を踏まえ、新たに通信環境を確保
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するための可搬型衛星通信設備の設置訓練や、キッチンカーの派遣等による炊

き出し訓練、水循環型シャワー等の設置などを実施し、その一部について委員

の皆様にも御視察いただきました。 

本日の県原子力専門委員会では、昨年度の原子力防災訓練の結果等について、

御議論いただき、いただいた御意見を踏まえて、今後の訓練に活かせるよう検

討してまいります。 

このほか、本日の県原子力専門委員会では、令和７年度原子力規制検査結果

の概要などにつきまして、御議論いただくこととしております。各委員の皆様

方には、それぞれ御専門のお立場から、率直な御意見等を賜りますようよろし

くお願い申し上げます。 

なお、昨日、熊本県において最大震度７を観測する大きな地震が発生しまし

た。後ほど九州電力から御報告があると思いますが、川内原発の１、２号機と

もに異常はなく、本県および九州電力のモニタリングポストの値においても異

常はなかったというふうに報告を受けております。 

今後も余震等あることと思われますが、引き続き情報把握等、しっかりと対

策をお願いしたいと思います。 

今回の地震においては、熊本県で甚大な被害が発生しております。亡くなら

れた方々に対し、心から哀悼の意を表しますとともに、被災された方々に対し、

心からお見舞いを申し上げます。本県としても、隣県として、できる限りの支

援を行ってまいりたいと考えております。本日はどうぞよろしくお願い申し上

げます。 

 

（事務局） 

続きまして、会議開催にあたり、注意事項を申し上げます。 

今回、黒﨑委員、守田委員、松成委員、山内委員は Web 形式により御参加い

ただいております。 

各委員においては、御質問や御意見等、御発言の際はカメラに向かって挙手

し、指名を受けた後、名前をおっしゃってから御発言をお願いします。なお、

音声が聞き取りにくい場合などはおっしゃってください。 

また、御発言をされるとき以外はパソコン画面下の音声ボタンをミュートの

状態にしていただきますようよろしくお願いいたします。 

どうぞよろしくお願いいたします。 

それでは座長、進行をお願いいたします。 

 

３ 議事 

 

 (1) 川内原子力発電所の安全性の確認について 

 ① 乾式貯蔵施設の原子炉設置変更許可申請に係る審査状況について   
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（地頭薗座長） 

はい。改めまして、おはようございます。これから議事に入ります。 

今日の会議は 11 時 30 分頃を終了の予定にしておりますので、よろしくお願

いします。 

毎回のことですが、議事の進行で委員の皆様にお願いします。 

御質問等につきましては、それぞれの議事に関することに限っていただいて、

議事以外の御質問等については、今日の会次第の最後にあります「⑶ その他」

のところで、お願いしたいと思います。 

円滑な進行をよろしくお願いいたします。 

それでは議事の⑴「川内原子力発電所の安全性の確認について」の①「乾式

貯蔵施設の原子炉設置変更許可申請に係る審査の進捗状況」につきまして、九

州電力から御説明お願いします。 

 

（九州電力） 

皆様おはようございます。この４月から九州電力の原子力発電本部長を務め

ております篠原と申します。どうぞよろしくお願いいたします。 

委員の皆様には、日頃から川内原子力発電所の運営に対し、様々な面から御

指導をいただいておりまして、誠にありがとうございます。先ほど、塩田知事

からお話がありましたように、昨日の夕方、熊本で大きな地震が発生いたしま

した。その関係で本日は鹿児島に向かうことができず、ウェブで大変失礼いた

します。その地震以降、川内１、２号機とも安全に運転を継続しており、また

速やかに実施いたしました設備点検におきまして、異常は認められておりませ

ん。発電所の最寄りの薩摩川内市中郷地区での震度が５弱であったことを踏ま

え、保安規定に基づき、「止める、冷やす、閉じ込める」の安全機能の健全性

を、今後、計画的に確認してまいります。 

また、別件でございますけど、先週７月 20 日の 22 時 07 分、通常運転中の川

内１号機におきまして、４台ありますタービンを回す蒸気の圧力を測る計器の

うち１台が、正しい値を示していないと確認いたしました。 

この蒸気の圧力計は、原子炉の安全確保の役割を担っておりまして、正しい

値を示していた残りの３台での監視により、運転継続は可能でありましたが、

保安規定に基づく運転上の制限からの逸脱に該当いたしましたので、国や鹿児

島県をはじめとする関係自治体へ連絡するとともに、公表をしたところでござ

います。 

点検の結果、当該の１台の計器からの信号を処理する制御盤内の部品の不具

合によるものであることを確認し、新しい部品へ取り替え、正常な状態に戻し

ております。現在、当該部品をメーカーの工場へ送って、原因調査をしており

まして、その調査結果を踏まえて、しっかりと必要な対策をしてまいります。

鹿児島県の皆様をはじめ、社会の皆様へ御心配をおかけし、誠に申し訳ありま

せんでした。 
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本日御説明させていただきます乾式貯蔵施設の導入計画につきましては、現

在、基本設計に関わる国の審査を受けております。この 7月 20日に、当社から

の一通りの説明を終え、真摯に対応しているところであります。本日は、川内

原子力発電所の取り組みの現状につきまして、わかりやすい、丁寧な説明に努

めてまいります。どうぞよろしくお願いいたします。 

それでは、まずは、乾式貯蔵の導入計画につきまして、原子力発電本部の、

部長の本田から説明いたします。よろしくお願いいたします。 

それでは、乾式貯蔵施設の審査状況につきまして御説明いたします。めくっ

ていただきまして、１スライド目を御覧ください。 

当社はこれまでも発電所で発生した使用済燃料は日本原燃、青森県の再処理

工場に搬出することを基本方針としておりましたが、搬出するまでの間、一時

的に原子力発電所で安全に貯蔵するということにも取り組んでおります。 

この点で、今回ですね、信頼性および運用性の向上を図る観点から、プール

方式に加えて、敷地内で乾式貯蔵容器と建屋から構成する乾式貯蔵施設を設置

する計画としています。この計画につきましては、昨年 10 月 24 日、原子力規

制委員会へ原子炉設置変更許可申請書を提出、また、安全協定に基づき、鹿児

島県様、薩摩川内市様に事前協議書を提出したところであります。この審査に

つきましては、現在も継続中でございます。 

めくっていただきまして、２スライド目を御覧ください。 

乾式貯蔵施設の概要です。乾式貯蔵施設につきましては、従来より水や電気

を必要としない貯蔵方式で、空気の自然対流による冷却を用いるということで、

非常に安全性が高いというふうな設計になっているものでございます。乾式貯

蔵容器につきましては、輸送貯蔵兼用の容器を用いるものでして、川内原子力

発電所におきましては、乾式貯蔵容器 20 基分使用済み燃料にいたしまして、

560 体分を設置する予定でございます。なお、この容器には使用済み燃料プー

ルで 20 年以上冷却した燃料を収納する設計としてございます。 

めくっていただきまして、３スライド目を御覧ください。これまでの審査状

況ですけれども、これまで審査会合、公開のものは６回、ヒアリングが 11回行

われまして、去る７月２日の審査会合で、コメント回答を含めた一通りの説明

が終わったところでございます。 

また、本年４月 23日には、原子力規制委員会様による現地調査も行われまし

て、特段、自然災害の影響はないという方針であることが確認できたというふ

うなコメントをいただいているというものでございます。 

めくっていただきまして、４スライド目を御覧ください。具体的な貯蔵施設

の安全性について御説明いたします。下の表を御覧ください。 

乾式貯蔵に用いる乾式貯蔵容器の主な仕様でございます。これは三菱重工業

製の MSF28P という、型式証明で、すでに容器として承認を得たもの、これは

2025 年 10 月 10 日に型式証明の取得済みでございます。 

寸法重さ等書いてございますけれども、28 体収納型で、ウラン濃縮度が

4.2wt％という。現在用いておりますのが、4.8wt％でございますけれども、主

に新燃料で 4.2wt％以下のもの、燃焼度で 48,000MWd/t 以下のものといったも
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のをその中から選んで、さらに 20年以上で冷却したものを入れるという想定に

してございます。 

設計上の評価としましては、キャスクという容器でございますが、60 年の使

用を想定しているというものでございます。左側を御覧ください。乾式貯蔵容

器の概要図でございますけども、鍛造一体型の低炭素鋼で作りました胴と書い

てございます。丸い容器ございます。これ鍛造一体型ですけども、これに底板

部分を溶接でつけたものに、銅でできました電熱フィンがございます。これで

中からの熱を表面に伝えると。 

その間に中性子を遮へいする遮へい材、これは樹脂でございますけども、水

酸化アルミニウムを添加しており、自己消火性があるというものを、その確認

されたものを使っているというものでございます。 

これらのものに一次蓋、二次蓋等をつけまして、さらに左の方にございます

貯蔵用の緩衝体、これはアルミ合金製でございますけれども、こういったもの

をつけて、中に使用済燃料を納めるというものでございます。 

なお、中にございますバスケットでございますが、ここに具体的には使用済

燃料を入れてまいりますが、バスケットにつきましては、アルミ製のものに中

性子を吸収するホウ素といったものを添加した特殊なものですけども、そうい

ったバスケットを使用して、臨界を防いでいるというものでございます。 

貯蔵容器の安全機能が具体的には上の方に書いてございまして、まず除熱機

能ですけども、中で発生した熱を伝熱フィン等で表面に伝えまして、適切に外

気で冷却できるようにしているというものでございます。 

また、閉じ込め機能でございますけども、先ほどございました一次蓋、二次

蓋で密閉いたしますが、その間には金属製のガスケットをつけまして、密閉を

担保するという形でございます。なお、中の方に貯蔵いたしました乾式貯蔵容

器の内部圧力が負圧とございますけども、伝熱性を確保するために、ヘリウム

ガスを充填し、若干負圧にするというものでございます。 

これによりまして、放射性物質の外部への漏洩を防止するというものでござ

います。なお、ここに収納する燃料につきましては、発電所でまれに発生いた

します、偶発的なピンホール、穴が若干開いたような燃料、そういったものは

収納しないと、健全な燃料のみを収納するということでございます。 

閉じ込め機能につきましては、この一次蓋、二次蓋の間に若干正圧をかけて

おきまして、この圧力を三ヶ月に一遍程度、これは具体的に今後の保安規定の

審査の中で審査してまいりますが、監視することによってその健全性を見てい

くといったことを考えていく設計でございます。 

また、遮へい機能につきましては、先ほど申し上げました金属製の厚い胴、

また、間にあります樹脂の中性子遮へい材等によって放射線を適切に遮へいし

ていくというものでございます。また、臨界防止機能につきましても、先ほど

ございましたホウ素を添加したバスケットで使用済燃料が近接しないようにと

いったことで、臨界をしっかり防止するという形で、こちらにつきましても、

新燃料を中に入れることはないんですけども、新燃料を入れた状態でも、しか

も中が水で満たされた状態でも未臨界であるということをしっかり安全審査の
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中で評価していただいているものでございます。 

めくっていただきまして、５スライド目を御覧ください。自然現象に対する

安全性でございます。乾式貯蔵容器には、先ほど申し上げましたアルミ合金製

の緩衝体を装着することによりまして、地震等の自然現象におきまして、建屋

等が崩れてきた場合でも安全機能を維持することができる設計といたしており

ます。 

また、遮へい機能を持ちました建屋、鉄筋コンクリート製でございますけれ

ども、この建屋内に乾式貯蔵を保管することで、敷地境界における線量、一般

公衆につきましては、１ミリシーベルト／年というものがあるんですけども、

それとは別に、線量目標に関する指針に定められました目標値でございます、

年間で 50マイクロシーベルトを十分下回る設計ということを確認しているとい

う状況でございます。 

具体的には真ん中の方に表がありますけども、現在が約 10μSv/yですけれど

も、乾式施設を設置したとしても約 11μSv/yということで、十分目標値を下回

るということでございます。 

その他、下の方にございますけども、津波につきましても、津波の影響を受

けない高さに建屋を設置することで、自然現象に対する安全性を見ていると。  

また、外部火災に対しても十分な離隔距離を取る等の対策をとりまして、問

題がないことを確認しております。 

その他、竜巻につきましても、設計飛来物等が先ほどございました貯蔵容器

の型式証明の中で想定しているものを十分下回るものしか来ないという評価も

ございますし、鹿児島県、桜島がございます。火山灰等の影響はどうなんだと

いうことにつきましても、発電所と同様、火山灰が降灰したとしても、地震荷

重による影響を上回らないという形で、審査の中で御説明をし、理解を得てと

いうことでございます。 

めくっていただきまして、６スライド目を御覧ください。建屋に若干斜面が

近いという状況があるんではないかという話が審査の中でございました。 

ただし、この斜面につきましても、しっかりとそこを掘りこむという形で基

本方針を御説明いたしまして、４月 23日、規制委員会の現地調査におきまして

も、この妥当性が確認されているということでございます。  

具体的には下の図を御覧ください。JEAG の指針におきまして、斜面崩壊事例

の到達、まあどこら辺まで来ていたら評価しないといけないかという話なんで

すけども、これにつきましては、斜面の法尻と建屋の間が約 50ｍ以内にある場

合でありますとか、斜面高さの 1.4 倍以内の中にある時には、それは評価すべ

きではないかということなんですが、我々の方針といたしまして、下の図の右

側にございます 50ｍにつきましても、高さかける 1.4 倍の 51.8ｍにつきまして

も、それを上回る 57ｍの離隔を取るという方針で、今後考えているところでご

ざいます。 

めくっていただきまして、７スライド目を御覧ください。審査の中で、それ

は何が論点になったかということでございますけども、一つ目が地震が発生し

た場合の乾式貯蔵容器への影響評価でございます。 
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規制委員会からのコメントといたしましては、貯蔵建屋、今回、耐震クラス

Ｃでございますけども、建屋が損傷したとしても、構造を踏まえて最も厳しい

貯蔵容器との衝突ケース、天井でありますとか、壁でありますね、そういった

ものがぶつかったとしても、健全性は保てるのかというコメントをいただきま

した。 

これにつきまして、我々としては当社の対応ですけども、最も厳しい衝突ケ

ースとして、天井より上部を含むすべての壁が、乾式貯蔵容器側へ倒れ込むも

のとして評価をすることとしたものでございます。 

めくっていただきまして、８スライド目を御覧ください。具体的な評価でご

ざいます。 

右側が整理後と書いてありますけども、審査の中で我々コメントをいただき

まして、最終的に整理した結果という形でございます。赤、水色、橙色みたい

なものがございますけども、これがそれぞれ下の表にございます、側壁、外壁、

垂れ壁というものがございますけども、こういったものもございまして、ピン

ク色右側の整理後のＡＢ①②の間にございます、ピンク色のものが、これが垂

れ壁でございます。ＢＣ側にございます、オレンジ色のもの、これが外壁。 

そして、ＢＣのところの②の線ですね、ここら辺にございますのが側壁とい

ったものでございまして、さらに整理後の上の方にグレーの壁というものがご

ざいます。これが防風板、排気塔といったものの構造があるということです。 

こういったものは、ちょっと複雑な構造になっておりましたので、我々とし

ましては、全部最悪のところをとって評価しようかという話もあったんですけ

ども、今般、再度整理し直しまして、整理後でございます。 

天井の高さが一番高いところ、また、側壁、外壁が落ちてくるところ、黒丸

が三つありますけども、「①②ＥＦ」間というところがございまして、これが

①と②の間、ＥとＦの間の区画になりますけども、ここは側壁、外壁、防風板、

排気塔が落ちてくると。 

さらに「①②ＢＣ」でございます。ＢとＣ、①と②の間につきましては、垂

壁、側壁、外壁が落ちてくると、こういったところで、この建屋の中でですね、

具体的に厳しい箇所を選定いたしまして、それぞれ評価して評価結果を提示す

るという形に整理し直しました。 

めくっていただきまして、９スライド目を御覧ください。 

これも先ほどの説明の並びでございますけども、代表性という形で、下の方

の評価対象の選定結果という形にございますけども、先ほどございます。①－

②通り、Ｂ－Ｃ通りは外壁側壁の組み合わせで影響が大きいと。天井寸法がし

かも一番大きい。垂れ壁の影響も考慮しなければならない。 

逆に①－②通りのＥ－Ｍ通りにつきましては、一番下にございますけども、

天井落下高さが最もこの大きいということで、ここはそういう意味で、ここも

代表性があるという形で、この二箇所のところで評価をいたしました。 

結果といたしまして、めくっていただきまして、10 スライド目を御覧くださ

い。どちらの区画につきましても、すべて判定基準を満足するという評価結果

を提示いたしまして、規制委員会の方も妥当だという形で、今、審査途中です
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けれども、一旦コメントなしという状況になっています。 

続けて、11 スライド目を御覧ください。もう一つの論点といたしまして、火

災探知機の設置方針ということにつきましても、コメントをいただきました。  

我々としましては、消防法に基づく設計として、設置をするということを御

説明申し上げたんですけども、規制委員会の方から、たとえ可燃物等が極力な

い、キャスク等は火災等の影響を受けるという可能性は少ないという場合であ

っても、建屋の中で火災がもし起こる可能性があるのであれば、それは早期感

知すべきであるというコメントをいただきました。 

このコメントを反映いたしまして、我々ですけども、火災を早期に感知する

という観点で、異なる２種類の感知方法による感知器を設定するということに

見直しまして、今、補正を出したという形でございます。 

めくっていただきまして、12 スライド目を御覧ください。今申し上げました、

建屋の崩壊、火災感知器の設置方針等の見直しを含めまして、原子炉設置変更

許可申請書の補正書につきまして、７月 17日に原子力規制委員会に提出したと

ころでございます。 

今後の予定ですが、2029 年の運用開始を予定いたしておりまして、今年の６

月 10日からは、許認可の必要ない準備工事ということで、具体的には緩衝物の

移設工事等を開始したところでございます。 

今後、設置変更許可をいただき次第、速やかに設工認を申請いたしまして、

それが終わりましたら、乾式建屋の設置工事に入ってまいりたいというふうに

考えているところでございます。 

めくっていただきまして、13 スライド目を御覧ください。情報公開とコミュ

ニケーション活動につきましては、これまで、積極的でわかりやすい情報交換

に努めるとともに、30 キロ圏内を中心とした自治会長様等への訪問活動、また

は発電所見学会等を通じまして、丁寧な御説明、皆様の御不安の声や御意見等

をお伺いするフェイス・トゥー・フェイスのコミュニケーション活動を実施し

てきたところでございます。 

このような中で、乾式貯蔵施設の設置に関しましては、主に設置に関する説

明資料や動画を新たに制作いたしました。また、ホームページに使用済燃料貯

蔵対策に関するコンテンツも追加いたしております。 

また、この上記説明資料等を活用し、訪問活動や発電所見学会等で活用して

いくと考えてございます。また、ホームページや一般に公開している展示館な

どの情報公開コーナーのほか、ＦＭさつませんだい等を活用した情報発信にも

努めてまいるところでございます。 

また、本日ですけども、鹿児島県様の原子力安全・避難計画等防災専門委員

会等での各種会議体での御説明もしてまいるというところで実施しているとこ

ろでございます。 

めくっていただきまして、14 スライド目、最後になりますけども、当社は今

後とも規制委員会の審査に真摯かつ丁寧に対応するとともに、地域の皆様の一

層の安心、信頼が得られるよう、当社の取り組みにつきまして、積極的な情報

発信と丁寧な説明に努めてまいりたいと思います。 
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私からの説明は以上になります。 

 

（地頭薗座長） 

はい、ありがとうございました。それでは御質問等お願いいたします。 

佐藤委員、お願いします。 

 

（佐藤委員） 

はい、佐藤でございます。御説明どうもありがとうございました。 

大きく四つ、質問させていただきます。 

まず、貯蔵される燃料が、健全な燃料に限って貯蔵されるということで、ピ

ンホールやヘアクラックといった欠陥のあるものは入れないという御説明だっ

たわけですけれども、ピンホールがないということの担保としてどういう検査

をやるかということなんですけれども、アメリカでよく採用されているのは、

バキュームシッピングという方法で、燃料をプールの中で水から隔離させるこ

とで発熱させて、そのピンホールから中に入っている放射性のアルゴンを出さ

せて、それを検知するという方法が一般に使われているわけです。 

燃料が健全だというのは、各定検で燃料を取り出す時にやられているわけで

すけれども、それよりさらに感度の高い方法で確認するということが重要です。  

というのも、ピンホールがあって、燃料被覆管の中に水が入った状態で貯蔵

しますと、後々それが蒸発して外に出ていって、圧力を上げるということにも

なりますので、この健全であるというものは大変重要になるわけですけれども、

それの確認として、より感度の高いバキュームシッピング等の採用をお勧めし

たいわけなんですけれども、それについてどのようにお考えかということです。 

２つ目です。これは貯蔵されている燃料の経年劣化なんですけれども、燃料

被覆管が気中に長期間保管されますと、特に乾式貯蔵の場合には、内部の温度

が結構高くなるわけです。その高いその温度が乾式貯蔵の場合には、外気の温

度変化に追従するようになります。 

つまり、外気の温度が上がると、内部の温度も幾分高くなると、そのように

追従します。そういうこの熱のサイクルがずっと何年も続いていきますと、被

覆管の中に水素化ジルコニウムという化合物が析出して、それが周方向に普通

がこの配置されるんですけれども、これが長い時間経ちますと、径方向に配置

が変わっていくんですね。 

1960年代、70年代にすでに知られていた事象なんですけれども、それによっ

て、周応力に対して弱くなっていくということが知られています。 

従って、内部の温度がどのくらいになるかというのが大事です。アメリカの

場合には、インタリムスタッフガイダンスというのが NRC から発表されていま

して、その中で 400 度を超えないことというふうに規定されています。 

ですので、今お考えのこの貯蔵法の場合に、中心温度が何度になるというふ

うに評価されているのかということです。アメリカの方も、いきなりこれをこ

の 400 度という基準が出てきたわけではなくて、実は定期的に中間貯蔵の状態
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の燃料を取り出して検査しようかという話もありました。 

しかし、それは事業者にとって負担の大きい検査になりますので、その代わ

りに 400 度を超えないことということがこのルールになっております。 

ですので、400 度を超える、超えないという評価がきちんとされているのか

ということについてお聞きしたいと思います。 

なお、この問題について、御関心がありましたら、2018 年に発行されており

ます NUREG-2224 という文書があります。この中に私が今申し上げた水素化ジル

コニウムのこの向きが変わっていくというのが写真付きで説明されております

ので、御参照にしていただければと思います。 

それから質問の３つ目です。 

２ページ目にキャスクが並べられた絵があるわけなんですけれども、この絵

を見る限りでは、天井クレーンとか、置かれているキャスクの下に車輪がある

ようには見えません。一回動いたらそのままというふうに見えます。 

そこで、万一、漏洩が発生した時には、すぐにそれをプラントの中に持ち帰

って処置しないといけないわけですけれども、天井クレーンもない、下に車輪

もない、移動方法がないというふうになりますと、その措置をするのに時間が

かかってしまうのではないかというふうに思われます。 

これは略図だからそうなのか、よくわかりませんですけれども、もし漏洩が

発生した場合の措置について、きちんと検討されているものかというのが質問

の趣旨です。これが３つ目です。 

そして、最後、４番目ですけれども、原子力規制委員会の方から火災検知器

についてのコメントがあったということで、冗長性を持たせるために検知シス

テムを追加したという御説明でした。 

この検知システムについては分かりましたが、関連してお聞きしたいのは、

では消火設備はどうなんだろうということです。検知しても消火がどうなのか

ということですね。 

私も九州電力さんが、その全然発火物もないところに火災防護を強化すると

いうところの意味は、必ずしも納得できないところがあって、あの別に不要で

はないかというふうにも思うわけですけれども、原子力規制委員会の方がそう

いう要求を出して、それに応じているということですので、それを尊重します。 

ただ、そこまで言うんであれば、消火設備もきちんと設備用意すべきだろう

というロジックになると思うんですね。そこのところはどうなのかというとこ

ろです。唯一、火災について考えるとするならば、これは設計基準の話ではな

いんですけれども、燃料を積んだ飛行機が落下して、敷地が火の海になったと

いうケースですね。 

その場合に、外の火がキャスクを貯蔵している中を壁の外から火炎で炙ると

いうシナリオです。その場合に、建物の耐火障壁として、１時間耐火なのか、

３時間耐火なのかということも考慮しないといけなくなるということになりま

す。 

ですので、建屋の耐火能力についても、消火設備と合わせて御質問いたしま

す。以上、４つの質問です。 
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（地頭薗座長） 

それでは九州電力お願いします。 

 

（九州電力） 

九州電力本田でございます。質問に順番に答えさせていただきたいと思いま

す。 

まず、ピンホールがないことの確認につきまして、シッピング検査をやるべ

きではないかというお話でございました。 

弊社におきましても、通常の炉心で使っている燃料につきましては、一次冷

却材中に漏れ出してくる放射能を検知いたしまして、高温高圧中で使っている

間に、これはピンホール燃料が発生したという形で検知いたしまして、止めた

後に十分冷却して、使用済燃料プールに持ってきた後、どの燃料にピンホール

が発生したのかというのを特定するために、シッピング検査というものをやっ

てまいりました。 

そのようにして、使用済燃料をプールに持ってきた後でないと、しかも、シ

ッピング検査の中に入れて温めないと、どの使用済燃料が漏れているかという

のがわからないというような状況もございましたのでそのようにしておりまし

たけれども、通常でありますと、高温高圧の運転状態で炉水の監視を、一時冷

却剤中の水の放射能を監視しておりますので、その状態で放射能が出てきてな

いということであれば、使用済燃料プールに持ってきた燃料はほぼ健全である

というふうに判断しておりますので、我々としては今のところシッピング検査

までするというところまでは考えていないところです。 

なお、入れる燃料につきましては、外観検査等につきましてですね、もし白

色化等ございましたら、そういったところも見ていくということでございます。 

続きまして、気中の保管に関しまして、水素化ジルコニウムが析出するとい

う話でございます。 

我々としても、その知見につきましては従来からありましたので、規制委員

会とも話をしておりまして、我々といたしましては、中に収納する燃料集合体

の中の被覆管の温度が 275 度を超えないという形で、規制委員会の基準が示さ

れておりますので、それに対して、評価をしてもらっているという形でござい

ます。 

先ほどございました被覆管に溶け込んだ水素化したジルコニウムの結晶配置

が並びを変えて、縦方向の亀裂が入りやすくなるといった状態にはならないと

いう温度で保管していくというところを審査で見ていただいたところでござい

ます。 

続きまして、天井クレーンがないという話でございました。２スライド目を

御覧いただければと思います。真ん中あたりの建屋のところ一番手前にござい

ます、容器が一つ飛び出しているようなところの下に黒い塊がございますけれ

ども、これが実は使用済燃料輸送容器等を運ぶトレーラーでございまして、容

器の下に溝が掘ってありますけども、潜り込んで、容器を置いていくという形
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でございます。 

通常、クレーンはございませんけれども、トレーラーが容器を積みまして、

この建屋の中にバックして入って、そこで高さを変えて置いていくというよう

な形でございます。 

ということで、先ほど先生から御指摘がございました、一番奥の貯蔵容器に

何かあった時はどうするんですかという話なんですけども、先ほどございまし

たトレーラーで順次、手前にある３つあるいは４つの容器を取り出していきま

して、最後の容器を取り出していくという手順を踏むという形で、燃料の輸送

容器を取り扱うものでございます。 

また、最後、消火設備をどうするのかということでございます。感知器に加

えまして、感知器は２種類ということであれば、消火設備もということでござ

いましたが、我々としては、これは規制要求というものではないのですけれど

も、発電所内にございます水消火配管を貯蔵建屋の周辺まで引っ張ってくると

いう計画で設計を考えているところでございます。 

また、発電所につきましては、重大事故対象ということで、常に自衛消防隊

が待機しておりますので、消防車も発電所構内にあるというものでございます。

もちろん、消火器ともございますので、こういったものを組み合わせて、消火

対策をしていくという形で考えてございます。 

また、先ほどございました航空機等の落下による外部火災につきましては、

先ほど自然影響のところで、少し御説明いたしましたけれども、５スライド目

になります。 

外部火災の他に、この近くに航空機等が落下した場合、どうなるんだという

形ですけども、審査の中ではですね、３時間耐火があるかという形で、規制庁

の方に御説明いたしまして、今のところ、その設計法については問題がないと

いうところで御理解いただいているというところでございます。 

以上の４つの御回答になります。 

 

（佐藤委員） 

どうもありがとうございました。１つだけ、もう少し明確にしたいんですけ

れども、２ページ目の絵のキャスクを取り出す、この下にレールがあって、順

番に引きずり出していくという御説明だったかと思うんですけれども、一番奥

まっているところにあるキャスクを取り出せるまで、だいたい何時間ぐらい、

あるいは何日ぐらいかかるという検討みたいなのがありましたら教えてくださ

い。 

 

（九州電力） 

九州電力の本田でございます。これはまだ設計方針の段階ですので、具体的

にまあ検証したというものでございませんけれども、構内輸送でありますとか、

使用済燃料の構外への輸送等をこれまで経験したことから申し上げますと、４

基の輸送容器を燃料貯蔵建屋に持って行って、仮置きして、最後のところを取



13 
 

り出すということであれば、１日以内の作業になるんではないかなというふう

には考えております。 

 

（佐藤委員） 

結構です。どうもありがとうございました。 

 

（地頭薗座長） 

はい、ありがとうございました。 

他、はい、お願いします。 

 

（釜江委員） 

釜江でございます。１点だけ確認なんですが、建物の倒壊による波及的影響

のところで資料の８ページですね、これは多分鉄筋コンクリート構造で、ほと

んど一体構造ということで、こういう形で壊れることは多分ないと思うのです

が、最悪のシナリオということで評価をされているということでそこに異論は

ないのでが、建屋って耐震Ｃクラスだったと思いますが、当然、遮へい機能も

あるので、耐震Ｃクラスの地震力以上に、耐力があると思いますが、こういう

極限的な評価もいいんですが、もう少し実際に即して基準地震動や、もう１つ、

告示の地震動に対する評価が求められていた思うのですが、弾性を超えても、

終局耐力の評価とか、建物の構造体として壊れないというような評価っていう

のは特にされていないのでしょうか。 

もう極限的なことやっておられるので、もうこれで十分だという話なのか、

少しそういう技術的な検討をされているのであれば教えていただきたいです。 

 

（九州電力） 

九州電力土木建築本部の生貞と申します。御質問ありがとうございます。 

先生もおっしゃるとおり、この構造物は耐震Ｃクラスでありますので、基準

地震動 Ss 並びに告示波を使っての、定量的な評価は現状行っていないという

のが実態でございます。 

ただ、先生のおっしゃるとおり、遮へい機能を有する設計としておりまして、

壁厚が１ｍあるような構造をこれから詳細に設計する予定にしておりますので、

我々が川内並びに玄海で建設してきました、同様の RC 構造物と比較しますと、

それ相応の地震に対する耐力はあるものというふうに、考えているところでご

ざいます。 

定量的な評価は実施しておりませんので、お答えできかねますが、以上のよ

うに考えております。 

 

（釜江委員） 

はい。わかりました。この評価をあえて要求するつもりはないです。 

御専門の方々にとっては、今おっしゃったように、１ｍの壁なんで、おそら
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く告示波の方が大きかったかもしれませんが、技術的にはやってないが大丈夫

というような予測というのは、専門家としてありますか。参考までにお伺いし

ます。 

 

（九州電力） 

生貞でございます。玄海で先行して、建設中の乾式貯蔵施設がございます。

これは当時の国の指針の考え方でやっておりますので、こちらは玄海の基準地

震動に対しての定量的な評価をやっております。 

壁厚等を踏まえましても、玄海と川内は、これから詳細を設計しますけども、

そういう設計思想でやるつもりでございますので、玄海と同等レベルの耐震性

は、実力としてはあるような設計になっていくのではないかというふうに考え

ています。以上でございます。 

 

（釜江委員） 

はい、わかりました。ありがとうございました。 

 

（地頭薗座長） 

はい、それでは守田委員お願いします。 

 

（守田委員） 

はい、九州大学の守田でございます。御説明いただきありがとうございまし

た。先ほどの佐藤委員の質問と、九州電力さんからの回答に関連して、ちょっ

と確認をさせてください。 

スライド 11の火災探知機の設置方針のところでございます。規制委員会の方

からリクエストされたのが、火災防護に関わる審査基準に基づいて火災感知に

関する設計方針をより厚みのあるものにしなさいということだと思うのですが、

火災防護に関わる審査基準の中で求められる基本方針というのは、火災の発生

防止と感知、それから先ほどより議論にありました消火、あと、火災の影響の

軽減という３つが、基本方針だと理解をしておりますけども、先ほどの九州電

力さんの御説明の中では、火災の感知のところだけではなくて、他のところに

つきましても、火災防護に関わる審査基準に準ずるような対応を図られるとい

うことなんでしょうか。 

 

（九州電力） 

はい、九州電力の笠毛でございます。守田委員がおっしゃった通り、火災防

護の審査基準で発生防止、感知・消火、影響軽減の要求があります。 

この今回の補正で、感知の要求の異なる感知器というふうに当社の設計を変

更しました。消火につきましては、先ほど本田が申しましたように、水消火設

備、消火栓による消火ということで、審査基準に適応する形となっております。 

影響軽減につきましては、原子炉の停止をできるために分離を行うっていう
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ような内容になりますので、今回の放射性廃棄物の貯蔵というところでは、影

響軽減の要求はありませんので、火災防護の審査基準対応に満足する設計とな

っております。以上です。 

 

（守田委員） 

 わかりました。ありがとうございます。 

乾式貯蔵施設につきましては、安全性に大きな懸念が生じるような施設では

なく、本来的に安全性は極めて高いものだと理解をしてございますが、それで

も火災については、万が一のことを想定して、より安全性の厚みを増すような

対策が取られているというふうに理解しました。どうもありがとうございまし

た。 

 

（地頭薗座長） 

はい、次は山内委員お願いします。 

 

（山内委員） 

どうもありがとうございます。３人の委員の方に加えて、情報伝達の面から

質問いたします。私の理解が正しいかどうか、コメントをお願いいたします。

まず、第１点として、今回の貯蔵方式の変更は、そもそも原子力燃料の再利用

という核燃料のエネルギー政策から出てきたものであって、再処理が六ヶ所村

の再処理プラントの繰り返しの遅延から生じたものである、ということです。

つぎに、プール貯蔵からキャスク貯蔵に変更することを、規制委員会から事業

者に強く求める働きがあり、玄海に続いて今回もそれに応えるものであるとい

うことです。そして、第３に、プール貯蔵よりも、キャスク貯蔵の方が、福島

第一原発の事故を考えても、安全性がはるかに高いと考えられるということで

す。福島第一では、すでに対応して、この方向の利用が始まっているというこ

と、それから、あくまでもこれは、中間処理までの保存方式が変わったという

ことになります。 

再生プラントの稼働については、国の原子力政策などが今、大きく転換して

いるところもあり、エネルギー政策の実行について知事からも国に働き掛ける

などの取り組みが行われているのではないかと私は思います。私の理解が正し

いでしょうか。このようなことを公開情報として出すとすると、その意味はあ

りますでしょうか。 

 

（地頭薗座長） 

はい、九州電力お願いします。はい、どうぞ。 

 

（九州電力） 

はい、九州電力の篠原です。今、山内委員が御質問されたところ、順を追っ
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て答えてまいりますけど、まず今回の我々の乾式貯蔵の導入計画の目的といい

ますのは、今、日本原燃が進めております六ヶ所の再処理施設の建設が遅れて

いるからというのが直接の理由ではありません。 

この乾式貯蔵施設というのは、御存知のように使用済燃料を安全に保管する

ためのもので、これは電気や水を必要としない保管方式で、そういう意味では

福島第一の事故を考えますと、福島では電気がなく、冷却水を原子炉に注入す

ることができなかったという、非常に大きな要素であったということでありま

す。 

今回はそういう水や電気が必要なく、安全に保管できるということ。そして、

今、我々はプールで貯蔵しておりますけど、プールで貯蔵するということは、

水で冷却するものですから、冷却能力が高い。つまり、定期検査から出てきた

ばかりの、まだ熱い熱を発する燃料はプールが適しているということで、それ

ぞれの長所を持った保管の方式を組み合わせることによって、安全性、信頼性

がより増すのではないかということです。 

それと、先ほど原子力規制委員会が導入を強く求めたのではないかというこ

とがございました。 

確かに、福島第一でも乾式貯蔵がありまして、地震や津波に対しても全く問

題なかったという事実を踏まえて、規制委員会の方でも推奨するような御発言

はありましたが、それを求められたから、導入を計画するものでは我々ありま

せん。先ほど申しました自らの考えでするものです。 

先生がおっしゃいましたように、日本のエネルギー政策上、使用済燃料とい

うのはリサイクルが効く。 

つまり、使用済燃料の中から新たにできたプルトニウム、もしくは燃え残り

のウランを取り出して、ウランの利用効率を上げて、エネルギー自給率の低い

日本の自給率を少しでも上げようということで取り組むことでございます。 

そういった取り組みの一環として、乾式貯蔵で、発電所でしっかりと安定に

一時的に貯蔵した上で、再処理の工場の方に持って行ってリサイクルをすると

いうことでございますので、大きく言いますと、その一環ではあるということ

でございます。明確な答えになってないかもしれませんけど、以上でございま 

す。 

 

（山内委員） 

ありがとうございます。電気事業者として最大限の御回答と思います。 

あとは知事がどのように国のエネルギー政策に働きかけるかということじゃ

ないかと思いました。今おっしゃったようなことを、この資料の説明として入

れるかどうか御検討ください。県民の皆さまとしては、かえって分かりやすい

かもしれません。 

それから最後に１点だけ、４ページのウラン濃度が 4.2％ となっていますが、

これは燃焼の結果、濃くなった結果だと考えてよろしいでしょうか。 
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（九州電力） 

はい。九州電力本田から御回答いたします。 

今、実際に容器に入れる燃料といたしましては、ウラン濃縮度といたしまし

ては、新燃料時に約 4.1％で持ってきて、原子炉の中で燃やした後、約

48,000MWd/t まで使って、濃縮度が 1％ぐらいまで落ちたものを想定していると

ころではございますが、安全性の評価におきましては、これをさらに 4.2％に

なったもので、まだ燃やしていない新燃料をバスケットに入れた場合でも臨界

をしないという安全側の評価をしているということで、ちょっと濃縮度を高め

に設定しているというものでございます。 

 

（山内委員） 

ありがとうございます。それも注記した方がいいかもしれません。以上です。 

 

（地頭薗座長） 

はい、ありがとうございます。他、はい、相良委員、お願いします。 

 

（相良委員） 

はい、量子科学技術研究開発機構の相良といいます。どうも御説明ありがと

うございました。 

５ページの、敷地境界における線量評価結果の乾式貯蔵施設が 0.3µSv/y とい

うことですが、これはフルに入れた段階でこの数字になるんでしょうか。 

 

（九州電力） 

はい。先ほど御説明いたしました貯蔵容器としては、建屋の中に 20基入れる

予定とございましたけれども、この 20基にすべて燃料を装荷した状態で、建屋

に入れた状態の評価というふうになってございます。 

 

（相良委員） 

ありがとうございます。こちらの施設にはどのようなペースで詰めていくの

でしょうか。2029 年の運用開始ということですけど、早々と全部詰めてしまう

のか、ある程度のペースで詰めていくのか、どのような感じでしょうか。 

 

（九州電力） 

九州電力本田でございます。まだ、設置許可の審査を受けている段階ですの

で、具体的な搬入計画を決めているものではございません。 

今後、先ほどございました貯蔵容器の調達等にも関係してまいりますので、

具体的にいつ頃までにこの建屋が容器で満たされるような貯蔵していくかとい

うのは、今後の検討になるということでございます。 

 

（相良委員） 
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はい、ありがとうございました。先ほどの説明聞いてると、早めにたくさん 

詰めた方が安全な気がしますね。コメントでございます。 

 

（地頭薗座長） 

はい、ありがとうございます。他ございますか。はい。塚田委員。 

 

（塚田委員） 

はい、塚田です。３つほど追加で教えていただきたいと思います。 

１つは、現在想定されている保管年数がどのくらいかというものが１点。 

それからもう１つ、空冷のシステムだったというふうに思いますけども、外

気温の想定範囲をどのくらいに設定されているか。 

それから最後に、空間線量率について、連続的なモニタリングをされている

と思いますが、他のモニタリング、例えばドレインなどのモニタリング計画が

どのようになっているのか教えてください。よろしくお願いします。 

 

（地頭薗座長） 

はい、お願いします。 

 

（九州電力） 

 最初にございました保管の年数をどうするかという形でございますけれども、

こちらについても今決めているものはございません。 

最初に御説明いたしましたように、貯蔵容器としては 60年の設計でやってお

りますけれども、この容器につきましては、輸送貯蔵容器でございますので、

この先、日本原燃の六ヶ所再処理工場が操業を開始すれば、乾式貯蔵建屋に詰

めたものを、そのまま詰め替えずに輸送することも可能であるということでご

ざいますので、今後どのぐらい１つの容器に詰めたものを保管していくかとい

うのは、今後の状況も踏まえて検討を進めていくのかなと考えているところで

ございます。 

また、空冷式ですので、外気温の想定がどうなっているかにつきましては、

九州電力の二宮から御回答差し上げます。 

外気温の想定といたしましては、常に 33度一定というような条件で評価して

ございまして、それでも、キャスクの除熱機能が保たれるということを評価し

てございます。 

一方で、参考にはなりますけれども、最高気温が含まれるような１日につい

ても、合わせて評価、確認しておりまして、原子力規制庁の審査の中でも御説

明しているところでございます。 

あと、乾式の中に発生した水のモニタリングということでございますけれど

も、乾式建屋内について、側溝と言いますか、溜桝を作ってございます。 

そこで水を一時期貯めまして、排出するような時になりましたら、放射能濃

度を都度測定して排出するというようなことを考えてございます。回答以上に
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なります。 

補足ですけども、先ほどの外気温につきましては、33 度が 24 時間ずっと連

続で続くという、保守的な評価となります。以上になります。 

 

（塚田委員） 

ありがとうございます。最後のドレインの件ですけども、ドレインに水があ

る場合に採取してモニタリングするという考えで、定期的ではないというお考

えなんですね。 

 

（九州電力） 

九州電力の二宮です。そのとおりで問題ありません。 

乾式貯蔵施設内は、基本的に水が発生するような設備ではなく、また、水を

必要としてない施設でございますので、基本的には水はないものと考えており

ます。以上です。 

 

（塚田委員） 

はい、ありがとうございます。 

 

（地頭薗座長） 

ありがとうございます。他ございませんか。はい、佐藤委員 

 

（佐藤委員） 

追加の質問です。 

４ページ目の乾式貯蔵容器の概要図に、貯蔵用緩衝体（上部、下部）という

ふうに書いてあります。 

ここにわざわざ貯蔵用緩衝体というふうに書いてあります。先ほどの御説明

は、キャスクをそのまま六ヶ所の再処理施設へ輸送することができるという話

でちょっと驚いたんですけれども。 

普通、構外輸送する場合の緩衝体は、相当いろんなリクワイアメントがあっ

て、例えば９ｍから落下させて、吸収できると。そういった試験も含めてです

ね。あるいは水深 200mのところに沈んでもその外圧に耐えられるとか、まあい

ろんな厳しいリクワイアメントがあるわけです。 

その緩衝体に関して、図に貯蔵用緩衝体とあるのは、構外輸送される場合は、

これをこの輸送用緩衝体に入れ替えるという意味なんでしょうか。そこを教え

ていただきたいと思います。 

 

（九州電力） 

九州電力本田でございます。御指摘ありがとうございます。 

私の説明がちょっと誤解を与えるような形になってしまったかもしれません
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けども、今の佐藤委員の御認識の通り、これはあくまで建屋に貯蔵する場合の

貯蔵用緩衝体でございまして、日本原燃六ヶ所に持っていく輸送時などは、先

ほどございました９メートル落下等に耐えるよう、輸送用の緩衝体を取り付け

て輸送するという形でございます。 

 

（佐藤委員） 

ありがとうございました。 

 

（地頭薗座長） 

はい。他よろしいでしょうか。 

はい、ちょっと私から１つ質問ですが、６ページで周辺斜面の影響の評価を

実施しているわけですが、図面が簡単すぎて判断ができないんですが、教えて

ください。 

この斜面は切り土なのか、盛り土なのか、さらにここの地質、あるいは土質

の材料、それから、勾配がありますが、勾配が何度なのか。それと、指針に基

づいているということですが、この斜面でどういう崩壊のタイプを想定してい

るのか、そのあたりを教えてください。 

 

（九州電力） 

 九州電力の生貞でございます。 

斜面の地質情報等を書いておりませんで、大変申し訳ございません。この斜

面は、岩盤の斜面で切土の斜面になっております。 

地質は白亜紀の堆積岩系でございます。粘板岩や砂岩等で構成されている、

非常に硬質な岩盤ではございます。 

勾配は現状で２割勾配でございまして、斜面の離隔距離を開くために掘り下

げた場合でも、同じ勾配を考えているところでございます。 

最後の御質問である、日本電気協会の指針にある、50ｍと 1.4 倍につきまし

ては、2004 年の新潟県中越地震での地震による斜面の崩壊事例の調査結果で定

められている一つの目安になっておりますので、我々もそれを採用して、規制

庁の審査で御説明しているという状況でございます。お答えになってますでし

ょうか。 

 

（地頭薗座長） 

はい、わかりました。 

岩盤の斜面ということで、あの、崩壊のタイプを理解しました。ありがとう

ございました。ほかによろしいでしょうか。 

はい、それでは次の議事に入ります。 
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 ② １、２号機における工事等の進捗状況 

（地頭薗座長） 

それでは、議事の②「１、２号機における工事等の進捗状況」につきまして、

九州電力から、御説明お願いします。 

 

（九州電力） 

はい。九州電力川内原子力発電所の山下です。資料２「１、２号機における

工事等の進捗状況等」について御説明させていただきます。 

資料の１ページをお願いします。 

主な工事の概要と現在の状況を書いてございます。 

一番上、タービン動補助給水ポンプの取替です。こちらにつきましては、安

全性向上及びサプライチェーン強化を図るために、事故時に蒸気発生器に給水

するタービン動補助給水ポンプを取り替えるという工事になっていますけれど

も、現在の進捗は、2026 年、今年度の１月５日に１号機、それから４月 10 日

に２号機の工事が完了しているところでございます。 

２項目目、使用済燃料プールの共用化につきましては、号機ごとに貯蔵して

いる使用済燃料について相互に貯蔵することで、運用性の向上を図るというこ

とで行っております。 

2025 年、昨年の 12 月 18 日に保安規定変更認可を受領して、今年６月２日よ

り運用を開始しております。 

さらに３項目目、震源を特定せず策定する地震動の見直しに伴う対応として、

新たな基準地震動に対する施設の耐震評価の結果、耐震安全性の向上を図るた

め、機器等の耐震対策工事を実施しております。 

こちらにつきましては、今年の１月 29日に設計および工事計画認可申請を実

施して、現在、審査の対応中でございます。 

各項目について、次のスライドページから詳細を説明させていただきます。

２ページをお願いします。タービン動補助給水ポンプの取替でございます。 

こちらは所内電源が喪失して、電動のポンプで、蒸気発生器へ給水できない

場合に使用する蒸気駆動のポンプとなってございます。 

下に概略系統図を示しておりますけれども、蒸気発生器から発生した蒸気を

駆動用の蒸気として、タービン動補助給水ポンプを駆動して、その駆動力でま

た水を蒸気発生器へ戻すというようなポンプとなってございます。 

１、２号機ともに前回の定期検査で事故時の運転操作を簡素化することがで

きるポンプへ取り替え、安全性向上を図るということになってございます。 

具体的には、こちら、蒸気加減弁というのがございまして、この駆動用蒸気

の取り入れる加減弁について、事故時には電源が喪失し、駆動用の油が補給で

きなくなることから、手動で操作が必要であったものを、今回、バネ力で開を

保持するというような加減弁に変更しましたので、手動操作が不要となったと

いうような改良を加えてございます。 

続きまして３ページをお願いします。使用済燃料プールの共用化に関する内
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容でございます。 

当社は原子力発電所の運転に伴い発生した使用済燃料を再処理するために、

日本原燃の六ヶ所再処理工場に搬出することを基本方針としております。 

搬出するまでの間、一時的に原子力発電所で安全に貯蔵するよう取り組んで

おります。 

2026 年６月２日に１、２号機の使用済燃料プールを共用化する運用を開始し、

これまで号機ごとに貯蔵していた使用済燃料を号機間で輸送して、相互に貯蔵

することができるようになりました。 

今年度は第１四半期から第２四半期にかけて、使用済燃料プールの空き容量

の平準化という目的で、２号機から１号機に 56体の使用済燃料を輸送する計画

としております。詳細な輸送時期については、現時点では核物質防護上の観点

からお答えできませんが、輸送した際は、輸送が完了次第公表して、県民の皆

様にお知らせをすることとしております。 

来年度以降も、使用済燃料を輸送した場合は、輸送が完了次第、お知らせす

ることとしております。 

また、本共用化により再処理工場への搬出がない場合でも、１、２号機とも

に 2031 年までの運転が可能となります。 

なお、先ほど説明した乾式貯蔵施設を設置することで、再処理工場への搬出

がない場合でも、2038 年まで運転が可能となります。 

続きまして４ページをお願いします。震源を特定せず策定する地震動に係る

設計および工事計画認可申請の概要となってございます。 

震源を特定せず策定する地震動とは、活断層の存在が知られていないところ

で、発生した地震が発電所直下で発生すると想定して、各々の原子力発電所で

策定する地震動となっています。 

2021 年４月 21 日に新規制基準の震源を特定せず策定する地震動に、標準ス

ペクトルに基づく新たな地震動を取り入れることとなり、川内原子力発電所に

おいては、評価した結果、基準地震動の Ss-3 を追加して、 2021 年４月 26 日

に原子炉設置変更許可申請書を規制委員会に提出するとともに、安全協定に基

づく事前協議について、鹿児島県、それから薩摩川内市に提出をしております。  

５ページでございます。原子力規制委員会による審査を得て、 2024 年の２

月７日に原子炉設置変更許可申請の許可をいただくとともに、2024年８月21日

に鹿児島県原子力安全・避難計画等防災専門委員会にて意見書が取りまとめら

れ、８月 28日に鹿児島県および薩摩川内市に事前協議の了承をいただきました。 

なお、当社による発電所の耐震安全性の向上に係る考え方や実際の対応につ

いては、取りまとめられた意見に基づき、県専門委員会で継続的に説明してま

いりたいと思っております。 

その後、Ss-3 の追加に伴う耐震評価が完了したことから 2026 年１月 29 日に設

計および工事計画認可申請を行い、現在、国の審査に真摯に対応中でございま

す。 

なお、本件に係る工事については、国が定めた経過措置期限である 2029年４
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月以降の最初の定期検査までに完了させる予定としてございます。 

発電所の方では、具体的に工事等の実施を今行っているところですけれども、 

６ページに工事の状況について記載をさせていただいております。 

１つ目は、設備そのものの変更ではないために、許認可手続きの対象とはな

らないんですけれども、耐震サポート等の付属物を変更するという工事を行っ

ているものになります。 

耐震性の向上を図るために、左側の図面ですが、よう素除去薬品タンクに基

礎部材と基礎ボルトを４箇所追設する工事を行っております。 

それから右側は配管につきまして、耐震サポートを追加するという工事を実

施しているということになってございます。例として御説明いたしました。 

７ページでございます。こちらは設備そのものの変更になりますので、現在

実施しております設計及び工事計画認可の対象となっているタンクの取替工事

でございます。 

川内１号機の屋外の大型貯蔵タンク、燃料取替用水タンクと復水タンクにつ

いては、許認可手続きを伴わない補強の基礎ボルトの追設や補強工事というや

り方で安全性を満足するということも可能であったんですけれども、さらなる

安全性、信頼性向上の観点から、より耐震性の高いタンクへの取替を実施する

こととしております。 

タンク取替は、設工認後の 2028 年度に実施を予定してございます。 

７ページの下ですけれども、可搬型設備の対策として、川内原子力発電所に設

置している可搬型ディーゼル注入ポンプなどの一部の可搬型設備について、設

備そのものの更新時期等を総合的に考慮して、Ss-3 に対する加振試験を実施し

た設備に更新するということにしております。 

続きまして８ページからは、中部電力における不適切事案について、当社の

対応を御説明させていただきます。 

内容といたしましては、2026 年１月５日に中部電力浜岡原子力発電所３、４

号機について、原子力規制委員会による新規制基準適合性審査を受けていると

ころ、浜岡原子力発電所の地震動評価における代表波選定が、審査会合での、

中部電力による説明内容と異なる方法や意図的な方法で実施されていた疑いが

あると発表されました。 

本事案を受けて、中部電力は透明性・公平性を確保して、事実関係および原

因の調査、再発防止策の検討等を行うため、独立した外部専門家のみで構成さ

れる第三者委員会を設置し、今後、第三者委員会による調査に全面的に協力を

していくということとしております。 

これに対しまして、当社の対応でございますけれども、国の審査会合での説

明内容と、実際の評価方法に違いがないかなどについて、改めて問題がないと

いうことを確認しております。 

今後、中部電力の第三者委員会での調査結果、それから、同社による国への

報告及び本件に係る国の動向などを注視するとともに、必要に応じて適切に対

応してまいります。 
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なお、当社は原子力事業を運営していくにあたっては、地域の皆様の信頼を

得て安心していただくことが最も重要であると考えておりますので、従来から

全社一丸となってコンプライアンス遵守に積極的に取り組んでおり、今後とも

原子力発電事業は地域の皆様の信頼を得て安心していただくことで成り立つも

のであることを肝に銘じ取り組んでまいります。 

続いて 10ページの新たなグループ体制についてですけれども、こちらからは、

本店の方から説明していきたいと思います。 

はい、本店の篠原です。では、10 ページから御覧ください。表題として新た

なグループ体制についてということを書いております。 

当社はグループのさらなる成長を追求していくため、本年 10月に当社の親会

社となる純粋持株会社（ホールディングス）を設立し、来年の４月にホールデ

ィング体制に移行予定としております。 

下の絵を見てください。来年４月からの完成形が書いてありますが、こちら

の方から御説明をいたします。 

今は、電気事業をやる会社として発足した九州電力が、その傘下に、九州電

力送配電、これは作られた電気を皆さんにお届けする会社です。それとか、再

エネ事業をやる九電みらいエナジー、それと海外の事業をやる九電インターナ

ショナル、あと、ICT サービス、通信関係をやる QT ネットというのを、左側の

図に書いてあるように、九州電力の傘下でやっております。 

これを、右の方の絵を見ていただきますと、九州電力というのが上ではなく

て、横に並列して書いてあります。 

これがどういうことかと言いますと、九州電力という会社はもう電気事業に

専念をするということで、それぞれの送配電とか再エネとか海外事業をやると

ころを独立した会社として横に並べて、グループ全体を統括する九電ホールデ

ィングスという親会社を上に作って、こういう体制に移行するということが目

的です。 

そのプロセスとしまして、左の絵ですけど、本年 10月１日にまず九州電力と

グループ会社の体制をそのままにして、九州電力の上にホールディングスとい

う親会社を作るという、この２段階でグループ体制を強化していくというよう

な流れでございます。 

11 ページを見ていただきます。１つ目の〇ですが、ホールディング体制にお

いては、各事業をそれぞれの事業会社が責任を持って、自主的に事業運営する

ことを基本としておりますが、電気事業、原子力事業を担う九州電力に限って

は、その重要性を鑑み、ホールディングスの社長が九州電力の取締役を兼務す

ることで、原子力事業への責任を負い、安全最優先で原子力事業運営がしっか

りできる体制としますということです。 

加えて、今後、原子力事業は九州電力が担うことになりますけど、その実態

やリスクなどを親会社が適切に把握するため、九州電力の社長は、ホールディ

ングの執行役員を兼務する体制といたします。 

また、今後も原子力安全の確保を最優先に、発電所の運転をはじめ、原子力

事業を継続していくため、九州電力と親会社のホールディングスとの間で、適
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正な事業運営に関する協定を締結いたします、ということです。 

終わりにですけど、今後とも原子力発電所のさらなる安全性、信頼性向上の

取り組みを継続してまいりますとともに、積極的な情報公開と丁寧な説明に努

めてまいります。 

特に、先ほど御説明しました中部電力の不適切事案に関しましては、再度申

しますとおり、我々の原子力発電事業というのは、地域の皆様の信頼があって

こそ、そして安心していただいて初めて成り立つということを肝に銘じて引き

続き取り組んでまいります。以上です。 

 

（地頭薗座長） 

はい、ありがとうございました。それでは御質問をお願いします。 

はい、釜江委員お願いします。 

 

（釜江委員） 

釜江でございます。震源を特定せず策定する地震動見直しに伴う対応のとこ

ろで確認と教えていただきたいことがあります。 

５ページに、Ss₋3 の追加に伴う、耐震評価が完了したと書いてまして、現在

は、設工認を申請中であると記載があります。 

今日はあの３点ほど、工事の状況等を御説明してもらったのですが、今後も

当然、この３項目だけではなく、Ss₋3 による、耐震評価関係の工事があると思

いますが、このことについては、以前、この委員会で意見書を出させていただ

いていて、委員会の方でも随時確認していくという話だったと思います。今後

もこういう３項目以外についても順次報告があるというふうに理解していいの

かというのが１つです。 

それと、６～７ページで、１点目が許認可手続きを伴わないという話と、２

～３点目、これは設備そのものをリニューアルするので、Ss₋3 だからという話

ではなくて、当然、再度その耐震性を評価するということになると思いますが、

例えば Ss₋3が追加されて、地震動が少し大きくなったのですが、１点目のボル

トの話とかいうのは本体ではないというような説明でしたが、例えば、Ss₋3 が

追加されても、従来のこういったアンカー等で問題ないけれども、より保守性

や安全性を上げるためにこうしたということで、許認可がいらないという話な

のでしょうか。 

これは設備じゃないからというふうに言われていて、私も規制の具体的なと

ころはよくわからないので、教えてください。 

それと、２～３点目の方のタンクの取り替えというのは、これ Ss₋3とは関係

なく、当然評価しなきゃいけない話で、今後、例えば Ss₋3が追加されたことに

よって、地震動が大きくなり、何か補強であったり、裕度を上げるということ

が今後も当然行われると思いますが、これは今後随時という話なので、今日は

特に説明を求めませんが、その辺の許認可の関係を少し教えていただけません

でしょうか。 
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（地頭薗座長） 

九州電力、お願いします。 

 

（九州電力） 

九州電力の八木です。先ほどの許認可に係るところについて回答させていた

だきます。本体の Ss₋3 の追加に伴って、耐震評価をしたという意味では、６

ページも７ページも同様なことで評価しています。 

一方で、先ほどそちらの山下から、許認可手続きが要不要と話をさせていた

だきましたが、許認可手続きの要につきましては、炉規法の別表の方に、主要

な仕様が書かれている、つまりタンクの厚さとかタンクの材料が変わる場合に

は、許認可手続きが必要です。 

一方、その主要な仕様の表の中に支持構造物というのは含まれていませんで

して、６ページに記載がある、タンクであれば灰色のベースプレートの増設や、

配管のサポートの増設というのは Ss₋3を評価して、工事が必要なんですけども、

許認可手続きを踏まえずに、より早く安全性向上の工事ができます。 

一方で、７ページのタンクの取り替えにつきましては、耐震性向上のために

タンクを取り替えるんですけども、その時にタンクの厚さを変更することに今

回なりますので、許認可手続きを踏まえた上で、認可後に工事を実施するとい

う計画で考えてございます。以上です。 

 

（釜江委員） 

わかりました。１点目も、本来、タンクそのものは変えないけど、当然耐震

部材なので、これは規制庁のルールなので、九州電力さんにそれをあえてどう

かということはないので、そういうルールの中でやられているということを理

解できました。ありがとうございました。 

今後この３つだけじゃなくて、いろいろな工事が出てくると思いますが、そ

れはその都度またこの委員会の方でいろいろとお示しいただくという理解でよ

ろしいでしょうか。まずこの３つだけじゃないですよね。 

 

（九州電力） 

九州電力の野崎です。今、工事として、設置許可を伴わない補強工事、また

次のページにはタンクの取り替えと可搬型設備の対策と、３つに分けて記載さ

せていただきました。 

細かい話で言うと、例えばですね、認可を伴わない補強工事と言いますと、

配管のサポートの追設などと書いてますけど、例えば電線管のサポートのよう

なものはありますけども、基本的にはこの３つの工事だと認識しております。 

 

（釜江委員） 

釜江です。今回の Ss₋3に関わる工事や評価で、大きいのはこの３つで、それ
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以外は特にないという理解でよろしいですか。なければないでいいのですが。 

 

（九州電力） 

はい、九州電力の野崎です。これ以外にはありません。 

 

（釜江委員） 

わかりました。ありがとうございます。 

 

（地頭薗座長） 

 はい、守田委員、お願いします。 

 

（守田委員） 

九州大学の守田です。御説明いただきありがとうございます。 

スライドの３に関連して、いくつかお伺いしたいと思います。 

燃料の発電所内での貯蔵につきましては、あくまで、六ヶ所再処理工場に搬

出することを前提とした一次貯蔵であるということなんですが、今、他の事業

者でも、六ヶ所再処理工場がまだ運用されてないということで、使用済燃料が

搬出できずに貯蔵容量が逼迫している状況かと思います。 

最初の質問は、再処理工場が竣工したとして、その後、搬出がすぐに進むも

のなのか。運用開始後の搬出の計画というのが、どのように調整されている状

況なのかというのが、最初の質問でございます。 

それから、それに関連いたしまして、今日、最初の資料１で、乾式貯蔵施設

の御説明をいただきましたが、まず、20 基 560 体という容量設定の根拠、貯蔵

期間の想定、こういったものは、再処理工場の竣工計画自体が、過去の延長の

実績を踏まえると、想定したとおり、あるいは計画したとおりに進んでいくか

どうかというのが、不透明な状況は残っているかと思います。 

最近の報道によりましても、当初、2026 年度中に完成を目標としていたもの

が、目標から遅れる可能性があるというような発言がエネ庁の方からあったと

いうような報道もございました。 

そういったことも踏まえた上で、乾式貯蔵施設のスペックが決められている

のかどうか、ここには将来の乾式貯蔵施設の増設の可能性も含んだようなこと

を想定して、お考えなのか、お伺いできればと思います。よろしくお願いしま

す。 

 

（九州電力） 

九州電力本店から篠原です。まず、青森の状況と、一部報道があった内容を

踏まえて、御説明いたします。 

まず青森の再処理工場についてですけれど、2026 年度、つまり今年度中の工

場の竣工を目標としているところで、日本原燃が鋭意取り組まれているという

ところは変わっておりません。 
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報道の根拠は私どもに分かりかねるところがございますが、今年の６月８日

だったと思いますが、日本原燃さんが今、詳細設計の審査を進められていると

ころで、現在、最終段階ではあるんですけど、６月８日に一通りの国への説明

を終わられております。 

これは、非常に重要な進展と受け止めておりまして、一通りの説明を終える

ということは、審査がそこで終息するということで、我々が国の審査を受ける

場合もそうですけど、今までの審査の議論、もしくは、原子力規制委員会から

のコメントを踏まえて、申請内容の訂正、我々は補正すると言いますが、申請

内容をこう整えていく。 

その上で、国が認可を出すというような手続きになります。そういうことで、

次に補正を出すということを、鋭意、日本原燃や我々電気業界が総力を挙げて、

取り組んでいるところです。準備が出来次第提出して、国の認可を待つという

ことになります。 

ということで、現在最終段階であることは間違いありません。 

一方で、日本原燃が新規制基準に適応するための現場の工事、例えば、耐震

の補強などが現在継続しているところですけど、これもなんとか年度内に仕上

げようということで、日本原燃が鋭意取り組まれているところです。 

委員がおっしゃった、搬出の具体的な計画についてですが、再処理工場がで

きただけではダメで、今度は実際に再処理を開始する計画というのを日本原燃

が立てておりますので、その計画どおり行くとしたときに、発電所からどのぐ

らいの燃料をどのぐらいの計画で送れるのかというところになるんですけど、

現在、その辺はまだ検討の半ばでありまして、具体的に川内原子力発電所から

どの時期に何台持っていくんだという具体的な計画までは立っていない状況と

いうのが現状です。 

それと、先ほども乾式貯蔵の導入について、我々の考えや狙いをお話しいた

しましたけど、やはり運用の安全性、信頼性を上げていくということです。 

ただ、何基作るかといったところは、今後の青森の状況などを総合的に加味

しながらやっていくわけですが、現在、20 基ということで考えております。 

容量の根拠は、また本田の方から具体的に説明いたしますけど、青森に持っ

ていって、その後どうなるかというところが、実際に青森の工場ができて、実

際の搬出計画が出来上がって、そして実際の運用が始まってということや、発

電所の運転がどうなのか、定期検査でどのぐらいの現状が出てくるのかなど、

色々な状況を総合的に考えていきながらになると思いますので、現時点では、

将来の具体的な見通しは持ってないという状況です。 

今回の 20 基の根拠につきましては、本田から御説明させていただきます。 

九州電力の本田でございます。20 基、560 体ですけれども、資料の３ページ

にございます、乾式貯蔵施設を設置することで、再処理工場への搬出がない場

合でも、１、２号機とも 2038年までの運転が可能とございますが、先ほどござ

いました、再処理工場が現在の計画ですと今年度末に竣工して、その後、操業

開始が 2027 年度末。 

そこから順次、再処理量を引き上げていくというのが今の計画にございます
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ので、再処理の操業が始まった後に、弊社が持っていける燃料がどれぐらいあ

るかというのを勘案いたしまして、川内原子力発電所を今目指しております 60

年運転ができるのかというところを一つの目安にして、20 基というものを算定

したということでございます。 

 

（守田委員） 

はい、どうもありがとうございます。 

まず、現在の六ヶ所再処理工場の、現状、審査の状況、竣工の見通しにつき

まして、現状を詳しく御説明をいただきまして、ありがとうございました。よ

くわかりました。 

それに対する九州電力さんがどのようなお考えかということについても理解

できました。 

また、20 基の根拠につきましても、御説明いただき理解したところですが、

プールの共用化で 31年まで運転可能ということについて、今日御説明がありま

した。乾式の貯蔵施設を追加すると、2038 年まで運転可能ということになると

いうことと、一方、六ヶ所再処理工場の竣工がいつになるのか、その後、実際

に九州電力さんの方から、使用済燃料を搬出する時期がいつになるのか、どれ

くらいの量が出せるのといったところの関係性が広く県民の方にも、十分な余

裕があるといったことや、不測の事態に対しても、柔軟に対応できる体制をお

考えであるなど、うまく伝わるような御説明を今後の委員会の中でもしていっ

ていただければと思います。どうぞよろしくお願いいたします。ありがとうご

ざいました。 

 

（地頭薗座長） 

はい、ありがとうございます。他、はい、村上委員。 

 

（村上委員） 

はい、東京大学村上です。８ページから 10ページに関して、３点ほどお伺い

したいことがありまして、端的に御質問させていただきたいと思っています。 

まず、あの中部電力の事案で使われている基準地震動の作り方と、九州電力

さんが主に使われている方法と違っているということは承知をしておりますの

で、これが何か大きな問題に波及するとは思っていないというのを前提におい

てということになりますが、まず１つ目は、原子力に関するその土建部門にお

ける品質マネジメントシステム（QMS）のやり方というのは、原子力の機器や

電気に対する QMS のやり方と同じものを採用しておられるのか違うのかという

ことをまずお聞きをしたいと思いました。 

その上で、基準地震動の策定のされ方というのを、QMS の中でやられている

のか。それとも QMS の中ではなく、QMS のインプット情報として扱っておられ

て、調達管理の中で見ておられるのかというのが御質問の２つ目になります。 

３つ目はこの２つの質問と関係いたしまして、今度ホールディングス化とい
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うことで組織の体制を変えられるということですけれど、QMS の体制はどのよ

うに変わるのかという、以上３点を御紹介いただければと思いました。よろし

くお願いいたします。 

 

（地頭薗座長） 

はい、九州電力お願いします。 

 

（九州電力） 

九州電力の生貞でございます。 

まず１つ目の御質問ですが、組織的には原子力発電本部、それと、私が所属

している土木建築本部は、組織的には別部門になっております。 

ただし、QMS 上の品証上の組織は一体となっておりまして、私が入っており

ます原子力土木建築本部は、原子力発電本部の QMS 体系の中に入って、一体と

なって活動しているというところでございます。それが１つ目の回答です。 

２点目につきまして、基準地震動の策定を QMS 上どのように位置付けている

かというところでございますが、委員がおっしゃるとおり、調達管理の中でや

っているというのが実態でございます。 

以前、再稼働の時なので 12年程前になりますが、その時の QMS の基準と現状

の基準では、変わってきておりまして、当時は、調達管理や安全審査を受ける

上での要領に則ってやっていたというものでございます。 

現状は、委員がおっしゃるとおり、設計管理に基づいてやるということに変

わっておりますが、調達管理に基づく要求事項に則って委託の仕様書を承認し

た上で、業務委託をして、上がってきたデータについて、エビデンスの確認等

を QMS に則って行っているというものでございます。 

 

九州電力の篠原です。最後のホールディングス体制に移行した後の QMS の御

質問だったんですけど、QMS というのは、原子力安全を確保するための、品証

マネジメントシステムでありますので、現在、ホールディングスに移行した時

の整理をしているところですが、電気事業・原子力事業をやるのは、今度、ホ

ールディング体制では九州電力という会社がやりますので、九州電力の中で

QMS を構築してやっていくということになります。以上です。 

 

（村上委員） 

ありがとうございます。すみません。更問で一点だけ。 

審査のタイミングが早かったので、調達管理の中で基準地震動の品質を見て

おられたということですけれど、今後その調達管理ではなくて、つまり設計の

インプット情報として扱うのではなくて、基準地震動自体を QMS の対象にされ

るというお考えはありますか。 

（九州電力） 

九州電力の生貞でございます。 
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委員のおっしゃるとおりの対応に、今後はなっていくものと認識しておりま

す。QMS 上のエビデンスの残し方やトレーサビリティの考え方につきましては、

原子力規制委員会でも議論されていくというふうに聞いておりますし、ATENA

（原子力エネルギー協議会）の方でも、事業者を中心にどうあるべきかという

のを今後議論していくということになっておりますので、我々もその議論を適

宜に把握していきまして、透明性を確保することに関して積極的、前向きに取

り組んでいこうというふうに考えております。以上でございます。 

 

（村上委員） 

ありがとうございました。 

 

（地頭薗座長） 

はい、ありがとうございます。他よろしいでしょうか。 

はい、相良委員、お願いします。 

 

（相良委員） 

はい。量子科学技術研究開発機構の相良です。 

１つ、７ページのタンクについてお伺いしたいんですけど、これは１号機の

専用タンクでしょうか、それとも１、２号機共通のタンクでしょうか。 

もし１号機の専用でしたら２号機は変えないのか、その辺を伺いたいと思い

ます。 

 

（九州電力） 

はい、九州電力の山下です。こちら、１、２号機それぞれに燃料取替用水タ

ンク及び復水タンクございますので、それぞれの専用タンクとなってございま

す。 

今回、取り替え対象となりましたのは１号機のみで、２号機については、取

り替えなくとも耐震裕度を有しているという評価になってございます。以上で

す。 

 

（相良委員） 

分かりました。ありがとうございます。 

 

（地頭薗座長） 

はい、他によろしいでしょうか。はい、佐藤委員、お願いします。 

 

（佐藤委員） 

はい、佐藤でございます。 

２ページ目の、タービン動補助給水ポンプの性能について、お伺いしたいと

思います。 
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これは所内電源が喪失しても運転できる設備ということと、事故時の運転操

作を簡素化するというところがポイントだということですけれども、前も議論

されたかもしれませんが、BWR でいうところの RCIC ポンプと同等の機能と性能

を有するというようなお話だったかなと記憶しております。 

BWR の方では、この RCIC ポンプにさらにバックアップとしまして、TWL ポン

プというのを増設しています。 

これは、タービンウォータールブリケーテッドポンプというポンプなんです

けれども、外部電源が喪失しても全然オッケー、交流ばかりでなく直流電源が

喪失してもオッケーで、潤滑水や潤滑油がなくても、冷却系統がなくても、全

て失っても運転できるという優れもののポンプです。 

今御紹介されているタービン動補助給水ポンプは、これのことを言ってるの

かなというのが疑問として浮かんできました。つまり、電源、潤滑、冷却、全

て失っても動くようなものなのかということです。 

その時に疑問に浮かぶのが、直流電源を失うので、制御系の電源もなくなっ

てしまう。そうなると、この絵で言うと、蒸気発生器の水位がどんどん上がっ

ていって蒸気のラインまで水が上がっていって、タービン動補助給水ポンプの

駆動の蒸気にまで水が落ちていくというシナリオが考えられるわけです。 

実は福島事故の時にそういうことになって、故障するんじゃないかというふ

うに思ったんですけれども、意外とこの RCICポンプがずっと動き続けてたとい

う実績もあるわけなんです。 

直流電源も失った時に水位が上がって蒸気ラインに水が入ることも想定した

ような性能のポンプなのかというところをちょっとお聞きしたいと思います。 

 

（地頭薗座長） 

はい、九州電力でお願いします。 

 

（九州電力） 

はい、九州電力本店の篠原です。BWR の設備は、あまり詳細に設計ベースで

は承知していないところです。申し訳ありません。 

ただ、このタービン動補助給水ポンプというのは、今、委員がおっしゃった

とおり、電源がない状況、例えば、ポンプの冷却水の電源がないことによって

なくなるなど、そういったことを想定しても蒸気発生器に給水ができるという

ポンプであります。 

そして、この蒸気の入り口の弁、今回の新規制基準でバッテリーもより長く

持つように強化をしておりますが、最初の直流電源はバッテリーで供給ができ

ますので、それで弁を開けることができます。 

今回のポンプは、バッテリーが仮に枯渇しても、その状態を保持できる、つ

まり蒸気発生器は原子炉の熱を奪って蒸気を作って、原子炉を冷却している間

は、蒸気で回して給水をしていくということで、だんだん原子炉をこう冷やし

ていくということになります。 
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当然、運転員は万が一の事故時でも、中央制御室でしっかりとプラントを監

視、管理、操作をいたしますので、仮に蒸気発生器の水が上がってくるという

ことになりますと、つまり、原子炉の冷却がもう十分に進んできたということ

で、原子炉の温度もどんどん下がっている状況でありますので、そうなってき

たときには、今度は必要がなければ、タービン動補助給水ポンプを停止したり

などの運転操作も相まって、プラントを安全な方向に持っていきますので、そ

ういう中で、しっかりと原子炉を冷却する手順となっております。 

 

（佐藤委員） 

はい、ありがとうございました。 

 

（地頭薗座長） 

はい、ありがとうございます。他よろしいでしょうか。 

はい、山内委員、お願いします。 

 

（山内委員） 

はい、ありがとうございます。 

私の質問は、佐藤委員と同じです。タービン動補助給水ポンプの話ですが、

この１ページに、サプライチェーンということが書いてありまして、これは以

前、この委員会で、米国メーカーが部品供給を停止したが、日本側で三菱が代

替品を作成し、自動化を行うことで、より良いものができた。福島第一のステ

ーション・ブラックアウトでは、クルーシャルな役割を果たした部品なので、

非常に重要なところである、という御説明があったと記憶しておりますが、こ

の説明でよろしいでしょうか。 

つまり、私どもが、ここで話しているのは、これは一度委員会で取り上げら

れた課題ですので、この資料の中に、例えば、「本委員会で質疑応答があり、

改修したところである」というふうに書いていただければ、県民の方々も「継

続的な審議の結果、今回これが行われたのだ」ということがわかるということ

で、一層よろしいんではないか、と思った次第です。以上です。 

 

（地頭薗座長） 

はい、九州電力お願いします。 

 

（九州電力） 

ありがとうございます、九州電力の篠原です。 

今、先生がおっしゃった通りですので、資料への反映等を検討いたします。

以上です。 

 

（山内委員） 

ありがとうございます。 
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 ③ １、２号機の定期検査結果 

（地頭薗座長） 

それでは、次の議題です。 

議事③「１、２号機の定期検査結果」につきまして、九州電力から、御説明

お願いします。 

 

（九州電力） 

はい、九州電力川内原子力発電所の山下です。 

資料３、川内原子力発電所の１号機第 29 回定期検査及び２号機の第 28 回検

査の結果について、御説明します。 

２ページをお願いします。「はじめに」ということで、１号機の第 29 回検査

については、2025 年度 10月 16日に開始して、12月 18日に原子炉起動、 21 日

に発電再開となってございます。2026 年の１月 16 日に総合負荷性能検査を終

了し、営業運転に復帰してございます。 

２号機につきましては、第 28 回定期検査が 2026 年１月 24 日に開始して、

３月 28 日に原子炉起動、30 日に発電を再開しました。そして、４月 28 日に総

合負荷性能検査を終了してございます。 

工程につきましては、翌３ページに川内１号機の第 29回検査の工程を、それ

から４ページに２号機の第 28 回検査の工程をお示ししております。 

５ページをお願いします。定期検査の概要でございます。 

原子力発電所では、原子炉等規制法に基づき、発電に必要な設備や、「原子

炉を止める」、「冷やす」、「放射性物質を閉じ込める」の各機能が健全であるこ

とを確認するということで、図に示すような検査を行ってございます。 

具体的な検査内容については、６ページ以降にお示しをしております。 

６ページですけれども、原子炉等規制法 43 条３の 16 第１項及び実用発電用

原子炉の設置、運転等に関する規則第 55条第１項第１号に基づいて検査を実施

してございます。 

川内１号機につきましては 116 項目、川内２号機につきましては 112 項目と

いうことで、表の中に主な設備と主な検査を示しておりますけれども、具体的

には７ページ以降に検査の結果をお示ししてございます。 

７～９ページとありますけれども、各設備について手入れや消耗品の交換等

を行い、検査等を実施した結果、異常は認められませんでした。詳細は省略さ

せていただきます。 

10 ページ、今回の定期検査で実施した主な工事でございます。１つ目として、

燃料の取り替えということで、１号機、２号機それぞれ、157 体中 48 体を新燃

料に取り替えてございます。 

２項目目としては、先ほどありましたタービン動補助給水ポンプの取換工事

が、１号機２号機とも完了しております。 
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それから３項目として、格納容器真空逃がし装置の取換工事を行っておりま

す。 

こちらについては、通常運転中に格納容器スプレイ設備が誤動作することに

よって、格納容器が負圧状態になることを防ぐために設置している真空逃がし

装置でございます。 

こちらの製造メーカーを海外製から部品調達が容易な国内メーカーへ変更す

ることによってサプライチェーンの強化を図ってまいります。 

11 ページと 12 ページに１号機、２号機それぞれの定期検査中の線量の状況

をお示ししてございます。 

11 ページにつきましては、放射線業務従事者の線量といたしまして、平均で

社員は 0.02 mSv、社員外については 0.19mSv ということで、合計の平均が

0.16mSv となってございます。 

最大の線量は、社員につきましては 0.64mSv、社員外については 5.55mSv と

なってございます。 

社員及び社員外の放射線量の線量の分布につきましては⑵でお示しをしてご

ざいます。 

⑶の内部被ばくについては、社員、社員外とも異常がありませんでした。 

12 ページでございます。２号機につきましては、定期検査中の放射線量従事

者の線量と致しまして、平均で社員は 0.03 mSv、社員外については 0.24mSv と

いうことで、合計の平均が 0.20mSv となってございます。 

最大の線量は社員につきましては 0.78mSv、社員外については 4.15 mSv とな

ってございます。社員及び社員外の放射線量の線量分布につきましては⑵でお

示しをしてございます。 

それから、放射線業務従事者の内部被ばくについても異常はありませんでし

た。 

13 ページです。当社は、今後とも、安全確保を最優先に、原子力発電所の安

全、安定運転に努めてまいります。以上で説明を終わります。 

 

（地頭薗座長） 

 ありがとうございます。それでは御質問等お願いします。はい、塚田委員。 

 

（塚田委員） 

 塚田です。１点教えてください。 

11ページのところで、５mSvを超える社員外の作業員が１名いたということ

ですが、基本的には作業は単独ではなくて複数で行うんではないかなと思いま

すが、たまたまもう１人の方はそれに達しなかったということで、近いレベル

であったというふうな理解でよろしいのでしょうか。 

それとも単独で作業された方がこのように高かったということなんでしょう

か。 
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（九州電力） 

はい、九州電力の山下です。委員おっしゃったように、作業については複数

名チームを組んで行っておりますので、５mSv をたまたま超えた方が１人いら

っしゃったという認識でございます。 

 

（塚田委員） 

はい、ありがとうございました。 

 

（地頭薗座長） 

はい、相良委員お願いします。 

 

（相良委員） 

はい、量子科学技術研究開発機構の相良です。塚田委員がおっしゃったのと

ほぼ同じなんですけど、私がお聞きしたいのはどのような作業をしていたとか

いうのが分かればと思います。 

１号機で 5.55mSv、２号機で 4.15mSv ということで、チームを組んでいたと

いうことなので、おそらくそのチーム方々が平均の被ばく線量を上げていると

いうか、その辺はいかがでしょうか。 

 

（九州電力） 

九州電力の山下です。放射線作業従事者の最大線量の作業内容についてでご

ざいますけれども、１号機につきましては、ＩＳＩという、配管の供用期間中

検査で低圧注入配管の超音波探傷試験を行っている作業員という形になります。 

それから２号機については、この中でも御説明しました震源を特定せず策定

する地震動の対応で、配管のサポート工事を行ったものございます。 

１次系配管のサポートを追設する工事に従事しているものが、最大線量とな

ってございました。以上でございます。 

 

（相良委員） 

はい、ありがとうございました。 

 

（地頭薗座長） 

はい、ありがとうございます。他よろしいでしょうか。はい、それではこれ

でこの議題を終わりたいと思います。時間を押して申し訳ないですが、10 分ほ

ど休憩したいと思います。11 時 45 分に再開いたします。 

 

 

 ④ 令和７年度原子力規制検査結果 

（地頭薗座長） 
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それでは再開します。 

続いて、議事④「令和７年度原子力規制検査結果」につきまして、原子力規制

庁から説明をお願いします。 

 

（川内原子力規制事務所） 

川内原子力規制事務所の小山田と申します。今年４月に、前任の所長から引

き継いで、川内事務所の方に着任しました。よろしくお願いします。 

それでは資料４に従いまして御説明申し上げます。 

令和７年度の規制検査の概要でございますが、全般のところに記載してござ

いますとおり、検査としましては、原子力施設安全と放射線安全にかかる基本

検査と、それから核物質防護にかかる基本検査と大きく２つございます。 

施設安全と放射線安全に関しましては、適切な検査運用ガイドを使用して実

施しておりまして、その検査対象につきましては、事前に入手しました現状の

施設の運用とか、保安に関する事故、保安活動の状況等々を踏まえて選定して

ございます。 

検査につきましては、事業者の実際の保安活動ですとか、社内基準、記録を

確認しつつ、さらには事業者から聞き取りを行って確認してございます。 

後ろの方に、検査運用ガイド等々が並んでございますけれども、それらにつ

きましては、規制委員会のホームページに掲載されてございます。 

具体的なやり方でございますけれども、後ろの８ページを御覧いただけます

でしょうか。参考として記載してございますけれども、検査制度の仕組みを並

べてございます。 

規制検査では、基本検査、その中に日常検査とチーム検査というのがござい

まして、その結果をもとに検査の指摘事項というのをピックアップする形にな

ります。 

その上で指摘事項がありましたら、重要度の評価ですとか、深刻度の評価を

経て、必要な措置を講じていくということになってございます。 

８ページの下の段に対応区分というのがございますが、重要度評価の結果を

踏まえて、施設の状態を判断して、追加検査等々を区分に応じて実施していく

という流れになってございます。 

９ページ目がその重要度評価、深刻度の評価がどういう観点でなされるかと

いうのを記載してございます。 

９ページの下の方に規制検査、検査官は何を見るのかというのから記載して

ございますけれども、中央制御室においてパラメーターの確認等々を行うほか、

実際現場に行って巡視、点検等を行う。また、事業者が立案した作業計画等々

について、適切かどうか、そういったことを確認していくというものになりま

す。 

10 ページ御覧いただきますと、それら観点がフリーアクセス、それからパフ

ォーマンスベースト、リスクインフォームド、これらの観点から検査を行って

いるというものでございます。 
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１ページ目に戻りまして、検査の概要が記載してございまして、１ページ目

の下の段からが検査期間、次の２ページ目が日常検査の項目からチーム検査の

項目等々を見まして、真ん中あたりに検査の指摘事項等という欄がございます

が、令和７年度に関しては、第１四半期から第４四半期まで特に指摘事項なし

という結果になってございます。 

核物質防護に係る基本検査につきましても、基本的には同じ流れで検査を行

うことになります。いずれも指摘事項なしという結果になってございます。私

からの説明は以上でございます。 

 

（地頭薗座長） 

はい、ありがとうございました。それでは御質問等お願いします。はい、佐

藤委員、お願いします。 

 

（佐藤委員） 

 佐藤でございます。私から１つだけ質問させていただきます。 

最後の 10ページ、フリーアクセスに関しての規制庁さんのポリシーについて

なんですけれども、事業者の全ての安全活動に対して、いつでもどこでも何に

でも自由にアクセスできるということですが、この中に、誰にでもというのが

ないんですけれども、活動の中には、例えば、事業者の検査会社だとかがです

ね、超音波探傷検査をしているとか、PT 検査をやっているとか、そういうこの

場面もあったりするわけです。 

そういうときに、ただ外から見ていただけでは、どういう検査をやっている

のかというのは分かりにくい。 

なので、実際にその検査を実施している人に、例えば、超音波探傷試験をや

ってたらスクリーンを見ながらどこからのエコーですといった話をして初めて

やっていることの中身が理解できるというようなこともあったりするわけです。 

従って、この何にでも自由にアクセスできるに加えて、誰にでもアクセスで

きるというのがあれば、このフリーアクセスの価値がさらに上がるのではない

かなというふうに思うわけなんですけれども、その誰っていうのがここに入っ

ていないというのはわざと入れていないのか、今のところそれがないのか、た

またまここに書いてないだけなのか、教えていただければと思います。 

 

（川内原子力規制事務所） 

 はい。規制庁の小山田でございます。御指摘ありがとうございます。 

おっしゃる通り、実際に検査をやって、事業者が超音波試験といった検査

等々をやっているところの検査というのもあり得ようかと思います。 

基本は記録確認が主にはなるんですけれども、現場で確認というのも当然出

てこようかと思います。 

その場合に、私どもには質問権というものがございますので、その中で、実

際に検査されている方に、邪魔になってはいけないんですけれども、そうはな
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らないように、事業者に対して必要な質問はすることはできるとなってござい

ますので、この資料に明記はしてございませんけれども、実際にはそういった

ことはできるようになってございます。 

 

（佐藤委員） 

はい、ありがとうございました。 

 

（地頭薗座長） 

はい、ありがとうございます。他によろしいでしょうか。はい、それでは次

に移ります。 

 

⑵ 原子力防災対策について 

 ① 令和７年度原子力防災訓練の結果 

（地頭薗座長） 

議事⑵①「令和７年度原子力防災訓練の結果」につきまして鹿児島県から、

説明をお願いします。 

 

（鹿児島県） 

それでは、議事⑵①、令和７年度鹿児島県原子力防災訓練の結果につきまし

て、県の原子力安全対策課から説明させていただきます。 

１の訓練概要⑴と⑵に記載のあるとおり、昨年度の訓練につきましては、本

年２月７日（土）、約 220 機関、約 4,000 人に御参加いただき実施いたしまし

た。 

また、昨年度中、本訓練と別日に訓練を行った学校等も含めると、約 230 機

関、約 6,100 人に参加していただいております。 

続きまして、⑶訓練の特徴につきましてでございます。 

①アの能登半島地震で得られた教訓等を踏まえた新たな訓練といたしまして、

(ｱ)避難生活における良好な生活環境の確保に向けた取り組みといたしまして、

キッチンカーの派遣等による炊き出し訓練や、通信環境を確保するための可搬

型衛星通信設備の設置訓練、トイレカー・水循環型シャワー等の設置などを実

施いたしました。 

また、(ｳ)要員が速やかに参集できない事態を想定した訓練といたしまして、

発災直後に県の要員が速やかに参集できない場合を想定した原子力災害対策本

部等の運営訓練を実施いたしました。 

さらに、②でございます。若年層の参加促進に係る取組といたしまして、保

育園の園児の避難において、保護者への引き渡しが完了していない事態を想定

した避難先施設での児童の引き渡し訓練などを実施いたしました。 

では、２ページ目を御覧ください。 

③その他の拡充内容につきましては、避難方法の理解度向上に向けた取り組
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みとして、避難バス社内における内閣府作成の動画を活用した避難方法の説明

などを実施しております。 

次に、２ 外部委託による評価等および県の対応の方向性についてでござい

ます。 

項目といたしましては、県および市の災害対策本部訓練、県現地災害対策本

部訓練、住民避難・避難退域時検査訓練の３つに分けて説明いたします。 

まず、⑴県および市災害対策本部訓練でございます。良好事例についてはお

目通しください。 

３ページ目を御覧ください。②の課題およびその対応の方向性としまして、

昨年の原子力災害対策指針の改正に伴い、新たに盛り込まれた屋内退避の運用

につきましては、今後、国や他県の訓練内容を踏まえつつ、本県訓練での実施

を検討してまいります。 

次に、⑵県現地災害対策本部訓練でございます。良好事例についてはお目通

しください。 

②の課題およびその対応の方向性としまして、 １日の訓練時間が長いとの課

題に対しましては、手順の確認を主たる目的とした会議などにつきましては、

想定開催といたしまして、省略するなどの対応を検討することとしております。  

４ページ目を御覧ください。 

続いて、住民避難・避難退域時検査訓練についてでございます。良好事例に

つきましては、目通しください。 

②課題およびその対応の方向性といたしまして、２枠目の方ですが、避難退

域時検査訓練との連携に係る課題につきましては、２月に開催する本訓練とは

別日で、車両検査と住民検査の連携を円滑に進めるために、別途訓練実施を検

討しております。 

５ページ目を御覧ください。園児引渡し訓練での情報連絡体制についてでご

ざいます。 

連絡体制を見直しまして、複数で情報共有できる体制の構築に向けて、これ

から関係市町と調整してまいります。 

６ページ目を御覧ください。 

令和７年度原子力防災訓練の住民アンケート実施結果についてでございます。 

今回、休日に参加いただいた住民の方々を対象にアンケートを実施しました

ところ、540 人の方々から御回答いただきました。 

その内訳としまして、60 歳以上が約 400 人、40 歳以下の方々が 70 人、それ

以外の方々が 170 人というふうになっております。 

８ページ目を御覧ください。 

Ｑ３の円グラフによると、原子力災害時の避難方法について知っている、ある

程度知っているが合わせて 81％で、昨年度と同様になっておりますが、右手側

の年度間推移の折れ線グラフの方を御覧いただきますと、知っているという実

線の割合につきましては、38％から 32％へと減少しております。 

昨年度の県原子力専門委員会において、原子力災害時の避難方法等について、

県民への地道な周知活動が必要である旨の御意見等をいただいたことを踏まえ
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まして、さらなる県民の理解促進を図るため、広報を行う必要があると考えて

おります。 

このため、今年度は、県の原子力専門委員会での御意見をいただきながら、

防災に関する広報を強化する取り組みを実施することとしております。 

11 ページを御覧ください。下半分には、参加住民アンケートの集計結果概要

をお示ししております。 

先ほどの説明と一部重複しておりますので、またお目通しください。 

12 ページをお開きください。 

12 ページには主な自由意見をお示ししております。この内容につきましても、

お見通しください。アンケート実施結果については以上でございます。 

県といたしましては、今後、原子力専門委員会の中で出された御意見等を踏

まえるなどして、今後の訓練内容につきましては、必要な見直しを行っていき

たいと考えております。説明は以上でございます。よろしくお願いいたします。 

 

（地頭薗座長） 

はい、ありがとうございました。それではあと 10分しかないんですけども、

御質問等お願いいたします。松成委員お願いします。 

 

（松成委員） 

松成です。どうぞよろしくお願いします。 

毎年、能登半島地震の教訓等を取り入れて、毎年ブラッシュアップして訓練

がなされているのかなと思います。 

昨年 11月に愛媛県で行われました原子力総合防災訓練に参加した時に、感じ

たことですけれども、５キロ圏内で避難しなければならないが、避難経路は寸

断されてしまった。 

そういう時に、どのように PAZ 住民の方々に避難してもらうのかというよう

なことで、愛媛県の伊方町は、原子力防災用の可搬型陽圧テントを持っており

ます。 

おそらく鹿児島県にはないと思うんですけれども、現場で聞いたところ、四

国電力が伊方町に寄贈したということだったんです。 

本日、九州電力の方も出席されていますので、九州電力からもぜひ、薩摩川

内市にこの原子力防災用の可搬型陽圧テントを寄贈していただけるとありがた

いかなと思いました。 

これは、住民の方がその場で体育館等に設置できるっていうようなこともあ

りますので、５キロ圏の方も自助ということで備えられるし、大変いいのでは

ないかなと思います。 

他にもっとあるんですけれども、これだけにします。どうぞよろしくお願い

します。 

 

（九州電力） 
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九州電力の池田でございます。お話いただいた可搬型陽圧テントにつきまし

ては、前向きに検討させていただきます。 

 

（松成委員） 

ありがとうございます。どうぞよろしくお願いします。 

 

（地頭薗座長） 

はい、ありがとうございました。はい、塚田委員お願いします。 

 

（塚田委員） 

はい、塚田です。手短にお話ししたいと思います。 

８ページのアンケートを読んで、防護措置をどのように行うか知っています

かというアンケートについて、上昇傾向が見られているので、非常にいい傾向

だというふうに思います。 

一方で、県からも指摘がありましたけれども、避難方法を知ってるかってい

うところが軽微な減少になってると。 

もしかすると、もう少しこれを解析すると、新しい人が少し増えていて、そ

れゆえ、こういうようなことが起きてるんじゃないかなと思いました。 

一方で、QR コードの使い方について、軽微な減少傾向にあるので、今度解析

するときに、今データが集まってきましたので、新しい人や、地域差が出てき

ているのかなというふうに感じますので、そういうところも工夫して解析され

ると今後に役立つのかなというふうに思いますので、どうぞよろしくお願いし

たいと思います。以上です。 

 

（鹿児島県） 

県の原子力安全対策課の京田です。 

塚田委員よりいただきましたアドバイスを踏まえまして、昨年度のアンケー

トにつきましては、58％の方々が初めての訓練参加ということでしたので、や

っぱり初めて訓練参加された方が多かったということも影響されていると思い

ます。 

今後、アンケートの内容につきましても、時系列を踏まえた分析が必要とい

うこともあるんですが、内容につきましては補足説明もアンケート入れさせて

いただいて、内容が住民の方々にしっかりと伝わった上で回答していただける

ような工夫もちょっとしてみたいと考えております。以上です。 

 

（地頭薗座長） 

はい、ありがとうございます。相良委員お願いします。 

 

（相良委員） 

ありがとうございます。量子科学技術研究開発機構の相良です。 
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１つは、住民アンケートも重要だと思うんですけど、私たちが見せていただ

いた、鹿児島大学病院で訓練に携わった方々の御意見などもできたら伺いたい

というのが１つです。 

それからもう１つ、毎年言ってるんですけど、甲状腺被曝線量評価の方もで

きればやっていただきたいなというのがあります。以上です。 

 

（鹿児島県） 

県原子力安全対策課です。 

本日の相良先生から御質問があった部分を回答する担当部署の方が、昨日の

熊本地震の関係で、急遽出席できなくなったという状況がありますので、私の

方で、その分につきましては、しっかりと担当課の方にお伝えしまして、改め

て回答させていただきたいと思います。 

私がお聞きしていた範囲では、甲状腺被曝線量評価については、前向きに取

り組む準備をされているということです。今年度できるかどうかはまだはっき

りしておりませんが、しっかりと着実に進めているということでございます。 

 

（相良委員） 

はい、よろしくお願いします。 

 

（地頭薗座長） 

はい、他よろしいでしょうか。はい、村上委員、お願いします。 

 

（村上委員） 

短く一言だけ。３ページ目の⑵②の課題についてですが、私、現地でまさに

この課題に出ている状況を拝見もさせていただきまして感じたことなのですけ

れど、資料作成の取りまとめになられておられたリーダーの方が、会議の中で

口頭で御説明された情報を、そのまま住民の方に届く資料の中に入れ込めなか

ったということを非常に悔しがっておられたのが印象的でした。 

できなかったことはちゃんと中で共有をされていたということで、非常に良

い訓練であったということの証左かなと思いましたので、一言コメントさせて

いただきました。非常に高い負荷だったと思いますけれど、素晴らしい訓練を

されていたというふうに思います。以上です。 

 

（地頭薗座長） 

はい、ありがとうございます。 

 

（鹿児島県） 

県の原子力安全対策課です。村上委員からの御助言を受けまして、しっかり

と工夫してまいりたいと思います。 

鹿児島県の訓練は、訓練内容の充実を目指している関係で、どんどん盛り込
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む内容が増えてきておりますので、今一度見直しまして、省略できる部分につ

きましては、省略することで、資料作成の時間をしっかり確保し、訓練の内容

が、資料作成という部分でも充実できるように、工夫してまいりたいと考えて

おります。以上でございます。 

 

（地頭薗座長） 

はい、ありがとうございます。よろしいでしょうか。 

 

⑶ その他 

 川内原子力発電所の運転状況等 

（地頭薗座長） 

ありがとうございます。それでは、最後の「⑶ その他」です。まず、九州

電力から資料６について説明をお願いします。 

 

（九州電力） 

はい、九州電力の山下です。 

資料６について説明させていただきます。 

川内原子力発電所の 2025年度の実績をまとめてございます。設備利用率とい

たしましては、１号機、２号機とも、2025 年度定期検査がございましたので、

それぞれ 86.6％と、86.9％となっております。 

２項目目、使用済燃料の保管状況につきましては、１号機が記載のとおり約

78％、２号機が約 84％の保管状況となっております。 

放射性固体廃棄物の保管につきましては、28,755本ということで、約 69％の

保管となってございます。 

固体廃棄物の排出実績はありませんでした。 

５項目目以降が、ＰＩの指標となってございますけれども、計画外自動・手

動のスクラム回数は、１号機、２号機とも０回。それから、計画外の出力変化

も０回でございます。 

安全系の機能故障件数、それから燃料漏えいの発生回数、それから原子力冷

却材漏えい率につきましてもそれぞれ０と０％でございます。 

バウンダリー保持のＬＣＯ逸脱についても０回となってございます。 

放射性廃棄物の放出量ですけれども、液体につきましてはトリチウムを除く、

核種については、検出限界以下、トリチウムが 3×10 の 13 乗ベクレルです。 

気体放射性廃棄物の放出量につきましては１号機の希ガスが 2.4×10 の９乗、

トリチウムが 4×10 の 11 乗ベクレル。それからヨウ素 131 が検出限界以下、そ

の他も検出限界以下となってございます。 

２号機につきましては、希ガスが 3×10 の９乗、トリチウムは 2.5×10 の 11

乗ベクレルとなってございます。 

ヨウ素 131 と、その他につきましては、検出限界以下となってございます。 
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次のページですけれども、教育訓練の実績を取りまとめてございます。 

13 項目目がＳＡの成立性確認訓練と力量維持訓練でございますけれども、期

間と実績については各数値を御覧いただきたいと思います。 

14 項目目が、シミュレータによる異常事故時の対応訓練ということで、社外

と社内でそれぞれ行っております。 

15項目目が火災教育の訓練、16項目目が、大規模損壊と特重施設に係る教育

訓練の内容となってございます。こちらについても、実績を記載させていただ

いております。簡単ですけど、説明は以上となります。 

 

（地頭薗座長） 

はい。ありがとうございました。 

大変時間をオーバーして申し訳ありませんでした。活発な議論、ありがとう

ございます。 

ただいま説明の資料６につきまして御質問等はまた後で事務局の方にお知ら

せいただければと思います。 

さらに議事以外の御意見等につきましては、時間の関係で割愛させていただ

きます。 

また先ほどの県からの資料５につきましても、省略しておりますので、後日、

御質問等ありましたら、また事務局の方に、お知らせいただければと思います。 

 

それでは事務局の方でお願いします。 

 

（事務局） 

はい。事務局より御連絡いたします。 

本日の議事録は事務局で作成し、委員の皆様に御確認いただいた上で、県の

ホームページに公表したいと考えておりますので、よろしくお願いいたします。 

事務局からは以上です。 

 

（地頭薗座長） 

 はい。それではこれですべての議事終了いたします。どうもありがとうござ

いました。 

 


